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分野名「06．マネジメント」

問番 内容 解説

問060001 ●パート図を使用した日程計画に関する問題 解答・解説

●パート図の内容、およびパート図を使用して、クリティカルパス、

所要日数、短縮可能作業などを求める問題である。

問060002 ●ソフトウェア製品の品質特性に関する問題 解答・解説

●機能性、使用性、信頼性、効率性、保守性、移植性などの品質特

性を考慮したプログラム開発の社内標準に関する問題である。

問060003 ●経営管理システム開発時のスケジュール管理の問題 解答・解説

●システム開発時の遅延原因の究明、進捗管理の進め方とリスク管

理のあり方、３点見積法を使用した作業日数の求め方の問題

問060004 ●新システムへの３つのケースの移行方式を評価する問題 解答・解説

●一括全面移行、地域順次移行、サブシステム順次移行の３方式に

ついて、インタフェース、教育、移行期間を比較する問題である。

問060005 ●流通業のインシデント管理および問題管理プロセスの問題 解答・解説

●障害管理データベースを利用してインシデント管理および問題管

理を行っている流通業のプロセス管理に関する問題である。

問060006 ●プロジェクトの品質管理に関する問題である。 解答・解説

●バグ件数、バグ摘出率、バグ曲線を利用して、設計工程、製造工

程、テスト工程でのサブシステムの品質を管理する問題である。

問060007 ●ＥＶＭによるプロジェクトの進捗管理に関する問題 解答・解説

●出来高計画値、コスト実績値、出来高実績値を使用してＣＰＩや

ＳＰＩを求めプロジェクトの進捗状況を評価する問題である。

問060008 ●設計工程での進捗管理に関する問題 解答・解説

●メンバ別設計分担に関して計画工数、計画工数の累積、計画工数

の総合計、計画進捗率を求め、進捗状況を評価する問題である。

問060009 ●プロジェクトの実績管理に関する問題 解答・解説

●内部設計やプログラミング工程の週単位の計画本数、計画工数、

実績本数、実績工数を用いて作業実績を評価する問題である
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分野名「06．マネジメント」

問番 内容 解説

問060010 ●ＦＰ法による工数見積もりに関する問題 解答・解説

●ＦＰ法を用いて工程別処理別の工数を算出し、開発コストの計画

値と比較して工数削減方法などを検討する問題である。

問060011 ●サービスデスクの問合せ対応に関する問題 解答・解説

●システムの週別、区分別の問合せ実績数を求め、対応実績を評価

し、要員計画、サービスデスク目標達成率を検討する問題である。

問060012 ●ソフトウェア開発の品質管理に関する問題 解答・解説

●品質管理指標の基準値、許容範囲とチーム別の実績値から差異分

析したり、セルフレビューの実績を評価する問題である。

問060013 ●開発規模、生産性を考慮して要員計画を作成する問題 解答・解説

●計算式を利用して工数、要員数を計算し、各月の要員平準化のた

めのスケジュール案を検討する問題である。

問060014 ●棚卸作業の結果を利用して報告書を作成する問題 解答・解説

●前回の棚卸結果報告書と前回棚卸実施後の対象テープの移動デー

タを使用して新棚卸結果報告書を作成する問題である。

問060015 ●プロジェクトのコミュニケーションに関する問題 解答・解説

●プロジェクト会議議事録の配布ルールの検討と情報流通改善のた

めのグループウェア活用方法の検討に関する問題である。

問060016 ● 解答・解説

●

問060017 ● 解答・解説

●

問060018 ● 解答・解説

●
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問060001解説
◆解答


設問１ イオ


設問２ ａ ア ｂ カ ｃ ア


◆解説


ＰＥＲＴ図に関する問題である。


ＰＥＲＴ図の利用


ＰＥＲＴ図の各結合点から次の作業を開始する最も早い時点(最早開始時刻)が求められ


る。最早開始時刻の組合せによって、最も早くプロジェクトを完了できる工程が導かれる。


最早完了時点から逆算して、所定の期日でプロジェクトを完了させるために、遅くとも各結


合点に到着しなければならない時点(最遅完了時刻)が求められる。最早開始時刻と最遅完了


時刻が一致している結合点と一致していない結合点がある。最早開始時刻と最遅完了時刻の


差をスラックといい、スラックのない結合点を結んだ経路は余裕のない経路である。この余


裕のない経路をクリチカルパスと呼ぶ。クリチカルパス上の作業が重点的に管理すべき作業


である。このような管理作業認識の手法をＣＰＭという。


(図の具体例)最早開始時刻(ＴＥ)、最遅完了時刻(ＴＬ)の計算手順


① 最早開始時刻(ＴＥ)を求めるために、最初のイベント番号①のＴＥの値を０にする。


② 各イベント番号の値は、次の式で求める。


(その前のイベント番号のＴＥの値)＋(イベント間の所要日数)


③ 到達する経路が２個以上あるイベント番号のＴＥの値は次のようにして求める。


イベント⑥のＴＥの計算


③→⑥の経路の計算結果は５５、⑤→⑥の経路の計算結果は６０、両者を比較して


大きい方の経路⑤→⑥の６０を採用する。


イベント７のＴＥの計算


１ ２


３


４


６


７


８ ９ 10Ａ


Ｂ


Ｄ


Ｅ


Ｆ


Ｇ
Ｈ


Ｉ


３０


１０


２５


１５


２０


５


２０ ２５


１０


仕事名


所要日数


５
Ｊ


５


２５


Ｋ


ダミー作業


Ｃ
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④→⑦の経路の計算結果は６０、⑤→⑦の経路の計算結果は、ダミーの所要日数が


０であるから５５、両者を比較して大きい方の経路④→⑦の６０を採用する。


イベント⑧のＴＥの計算


⑥→⑧の経路の計算結果は８０、⑦→⑧の経路の計算結果は７０、両者を比較して


大きい方の経路⑥→⑧の８０を採用する。


１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10


ＴＥ ０ ３０ ４０ ５５ ５５ ６０ ６０ ８０ １００ １２５


ＴＬ ０ ３０ ４５ ６５ ５５ ６０ ７０ ８０ １００ １２５


④ ダミー作業の場合は、所要日数０の作業として計算する。


⑤ 最後のイベント番号のＴＥの値がプロジェクトの所要日数になる。


⑥ 最遅完了時刻(ＴＬ)は最後のイベント番号のＴＬの値から逆算によって求める。


⑦ 最後のイベント番号のＴＬの値は同じイベントのＴＥの値を使用する。


⑧ 各イベント番号のＴＬの値は、次の式で計算する。


(その１つ後のイベント番号のＴＬの値)－(イベント間の所要日数)


⑨ 帰路が２個以上あるイベント番号のＴＬの値は次のようにして求める。


イベント⑤のＴＬの計算


⑥→⑤の経路の計算結果は５５、⑦→⑤の経路の計算結果は７０、両者を比較して


小さい方の経路⑥→⑤の５５を採用する。


イベント②のＴＬの計算


③→②の経路の計算結果は３５、④→②の経路の計算結果は４０、⑤→②の経路の


計算結果は３０、３者を比較して小さい方の経路⑤→②の３０を採用する。


⑩ 最後にイベント番号０のＴＬの値０を求めて完了する。


クリティカルパス


ＴＥ、ＴＬの値が等しいイベント番号を結合したパスがクリティカルパスになる。


設問１


アは詳細設計Ｇ３と共通部品のコーディング・単体テストＣ２は並行作業が可能である。


イの業務プログラムのコーディング・単体テストＧ４は、共通部品のコーディング・単体


テストＣ２の終了後に実施する。正しい。


ウの業務プログラムの詳細設計Ｇ３は、業務プログラムの機能設計Ｇ２と共通部品の設計


が完了してから開始する。


１ ２ ５ ６ ８ ９ 10
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エの共通部品のコーディング・単体テストＣ２、業務プログラムのコーディング・単体テ


ストＧ４は共に実機がなくても開始できる。


ハードウェアの調達Ｈ１はシステム方式設計Ｓ１の完了後行う。正しい。


求める答はイ、オである。


設問２


最早開始時刻(ＴＥ)、最遅完了時刻(ＴＬ)を計算する。


１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０


ＴＥ ０ ６ ８ ２１ １４ １４ ２０ ２６ ３２ ３６


ＴＬ ０ ６ ８ ２６ １４ １４ ２０ ２６ ３２ ３６


上表からＴＥ、ＴＬの値の等しいイベント番号を結んだ経路がクリティカルパスになる。


１→２→３→５→６→７→８→９→１０


となり、 の求める答はアとなる。ａ


の最短所要日数は３６日で、求める答はカとなる。ｂ


の全体の開発期間を短縮できる工程はクリティカルパスに含まれている工程が対象にｃ


なる。解答群の中では、共通部品の設計Ｃ１はクリティカルパスに関係し、その他の共通部


品のコーディング・単体テストＣ２、業務プログラムの機能設計Ｇ２、ハードウェアの調達


Ｈ１はクリティカルパスに関係しない。求める答はアとなる。
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問060002解説
◆解答


設問 ａ ウ ｂ イ ｃ ウ ｄ イ ｅ ア


◆解説


ソフトウェアの品質特性に関する問題である。


代表的なソフトウェアの品質特性


① 信頼性(成熟性)


「成熟性」はそのソフトウェアに存在する障害の有無・量・頻度の度合いを指す。どんな


ことをしても問題なく動作する度合いである。成熟性を評価する指標は、平均故障間隔(Ｍ


ＴＢＦ)である。ソフトウェア(システム)の稼働時間を故障回数で割ったものであり、故障


が起きるまでに動作している平均時間を指す。


② 保守性(解析性)


保守を行うことが決まった時から、保守する部分を識別し、特定するまでの労力に関する


特性である。


平均故障解析時間(故障の連絡を受けてから故障原因、変更箇所の識別・特定が終了する


までの作業時間)＝故障解析作業時間／故障解析件数


③ 保守性(変更性)


保守全体に必要な労力に関する特性である。


平均故障訂正時間(故障の連絡を受けてからリリースまでにかかった平均時間)＝全故障対


応時間／全故障回数


平均故障訂正工数(故障の連絡を受けてからリリースまでにかかった平均対応工数)＝全故


障対応工数／全故障回数


④ 移植性(環境適応性)


ある環境で使用しているソフトウェアを、他の環境下へ移しても問題なく同じ動作をする


度合いである 「ＯＳ」が異なる機器に移植してもそのまま使えるとか、異なる「機種」に。


移植しても問題なく動作が保証されるということである。


分母に｢評価が必要な機種数｣や｢現存するＯＳ数｣を設定し、分子に｢対象のソフトウェア


が適応できる機種やＯＳの数｣を設定すれば、｢適応可能(機種またはＯＳ)率｣が求まる。


適応可能率＝対象ソフトウェアが適応できる数／評価が必要な全数


⑤ 効率性(資源効率性)


、 「 」ソフトウェア機能を実行する際に どのくらい資源を使用するかを示すのが 資源効率性


である ｢資源使用量｣と｢資源使用率｣がある プログラム実行に必要な主記憶の使用量は｢資。 。


源使用量｣の代表的な評価値である。｢資源使用率｣の指標には、主記憶使用率やファイル使


用率がある。資源使用率が高い数値になるほど、実行効率は悪化する傾向があるので、注意


が必要です。
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設問


は、Total ÷ Countの計算で、Count が０の場合、演算不能になる。その場合でも、ａ


問題なく動作するプログラム上の対策が必要である。この品質は信頼性の成熟性になる。具


体的な対策はCount > 0 の場合は演算処理し、そうでない場合はAve に０代入する。求める


答えはウとなる。


は、X[r,c]←Sub(r) + 1の演算の計算時間が問題である。ｒの値が変化する時は計算ｂ


処理するが一定の場合は計算処理しないような処理法に変える。中の部分の繰返で変化する


のはｃであり ｒは変化しない ｒが変化するのは外の繰返である 従って X[r,c]←Sub(r)、 。 。 、


+ 1の演算は外側に出し、中の繰返では定数として取り扱い計算しない。求める答えはイと


なる。


は、メモリの動的管理に関する問題である。記憶域を誤って更新した場合、誤りが発ｃ


見されるのはその後、その部分を参照した時に矛盾する結果が現れて分かる場合が多い。そ


の結果、原因場所の特定が困難になる。求める答えはウとなる。


は、変数や関数の型宣言でビット数を省略すると機種によって異なる値を使用する場ｄ


合がある。これを防止するために、ビット数を付加した型宣言を行う内容である。求める答


えはイとなる。


、 、 、 。ｅは その場合の品質特性であり 移植性(環境適応性)となり 求める答えはアとなる
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問060003解説
◆解答


設問１ ａ ウ ｂ イ


設問２ ｃ エ ｄ ウ


設問３ ｅ イ ｆ エ


◆解説


スケジュール管理に関する問題である。


経営管理システムの構成


① 経営データ分析サブシステム


ⓐ データ集計用プログラム


ⓑ 分析プログラム


② 経営者向けナビゲーションサブシステム


ⓐ 分析結果の経営幹部向け編集


ⓑ イントラネットを活用し、ブラウザで閲覧


プロジェクト作業の進め方


① サブシステムの要件定義は発注側のＡ社の情報システム部が行う。


② 設計からテストまでの作業は受注側のＢ社が行う。


Ｂ社は経営管理システムの開発経験が豊富である。


③ Ｂ社は、Ａ社の概略機能説明後、概算見積を提出する。


④ 開発期間３ヶ月の請負契約を結ぶ。


⑤ 開発はＢ社内で実施する。


⑥ 開発期間中毎週１回両者合同のプロジェクト進捗会議を行う。


プロジェクトの進捗状況


① Ａ社の要件定義日程は予定通り完了する。


② Ｂ社内での開発開始


③ 開発開始２ヶ月後、Ｂ社からＭ１の開発作業の遅れの報告がある。開発メンバーを増や


して納期遅れを改善する説明がある。


④ 更に、２週間後、開発作業の改善が不能となり、納期延長２週間の要請がある。


⑤ Ａ社は納期延長を了承


⑥ その後もスケジュールに遅れが発生し、納期が１ヶ月遅れる。


納期遅延のＢ社の理由


① Ｍ１の内容が予想以上に複雑だった。


② Ｍ２の操作性を自社判断で高めた。


③ 開発規模が当初見積より１.５倍になった。
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３点見積法


① 最頻値、悲観値、楽観値の３種の値を推定する。


② ３点見積法による平均、分散、標準偏差、開発全体の標準偏差を求める。


③ 計算式


平均＝(悲観値＋４×最頻値＋楽観値)／６


分散＝((悲観値－楽観値)／６)２


標準偏差＝


開発全体の標準偏差＝


④ 正規分布の考え方と組み合わせ、最長作業日数、平均作業日数を求める。


確率０.９５で完了する最長作業日数＝平均作業日数＋２×標準偏差


設問１


ａは、Ｍ１が予想以上に複雑であった原因の説明であり、経験豊富なＢ社は、Ａ社から


の要件定義書受理時の見積作業の見直しを行わず概算見積の状態で作業を開始したことによ


る問題である。その結果、開発期間が契約時の見積値を大きく超えてしまった。求める答え


はウとなる。


エの内容は、経験豊富なＢ社であるから、業務の理解に時間がかかるとか、仕様の解釈に


誤解が生じてとは、通常は考えられない。


ｂは、Ｍ２の操作性を一層高めた原因の説明であり、Ａ社との調整を行わずに勝手に機


能を広げてしまったことが原因である。求める答えはイとなる。


アの技術力の低さは経験豊富なＢ社であるから、考え難い。


設問２


ｃは、定量的なデータを使用することによって、進捗度が精度高く把握可能になり、計


画と実績の差異分析が的確になり、効果的な対策が実施でき、納期の再遅れを防止できる。


納期を２週間延ばした後の更なる遅れの実施といった現象を回避できる。


ｄは、変更管理の方法に関する問題である。操作性を一層高めることによるＭ２の納期


遅延は、勝手に実施せずに進捗会議で検討後、実施の有無を決める場合、実施せずに当初の


工程で進めるか、または、変更を実施して必要に工期延長を行うかの処置が可能になる。求


める答えはウとなる。


アの開発メンバの増強は、対策として行った内容であるが、ここの問題点として起きた現


象は再遅延の要請であるから適切でない。


イのＭ１の納期遅延の問題は、要件定義が提出された時点で評価できた問題であり、その


後の進捗会議の進め方に関係するリスク的な管理の問題と直接的に関係しない。


分散


分散の合計
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設問３


ｅはＭ２およびＭ３の開発作業全体の平均作業日数 １２.７＋１２.３＝２５ となり、


求める答えはイとなる。


ｆの最長作業日数は、確率０.９５の場合であるから ２５＋２×２.２＝２９.４ とな


り、平均作業日数よりも４.４日長くなる。求める答えはエとなる。
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問060004解説
◆解答


設問 ａ オ ｂ エ ｃ ウ


◆解説


システムの移行に関する問題である。


システムの導入


システムやソフトウェアを導入する際に必要な準備作業には次のものがある。


① ソフトウェアのインストール


② 受入テスト


③ システムの移行に伴う業務手続きの変更


④ 利用者と運用担当者への教育


⑤ データの変更作業


ソフトウェアを導入する場合、必要な準備作業を洗い出し、スケジュール、体制、責任者


を明確にし、導入計画によって導入作業を効率的に正確に進める。


システムの移行とは


新システムを稼働させるために、現行システムから新システムへ、ハードウェアやソフト


ウェア、各種ファイルを円滑に移し変えることである。そのために、移行方法や移行手順、


移行体制、移行日程計画、移行タイムチャートなどを作成する。移行作業の中で大きな比重


を占めるものがデータの移行である。利用部門と協同して、現行の業務フロー、データベー


ス仕様を元に、現行システムと新システムのデータ項目を比べ、移行対象データ項目を決め


る。ハードウェア、ソフトウェア、データの移行方法、移行のタイミングも重要な検討項目


である。新たなシステム開発に伴って、ハードウェアの入れ替えや増強、ＯＳやミドルウェ


アの入れ替えや変更、通信回線の新設や増設が行われる。


移行方式の種類


① 一括移行方法


新システムへの切り替えを、一時期に全面的に行う方式である。移行手順はシンプルで


あるが、一時期にすべてを移行するのでリスクが大きく、新システムの信頼度が要求され


る。システムテスト、運用テストにおいて実環境におけるテストを行い、移行にあたって


は、移行リハーサルを行うなどして、十分な検証を行う必要がある。


② 順次移行方式


特定の地域を対象に試行導入を行い、一定期間の検証後、順次、全面的にあるいは数ス


テップに分けて展開を行う方式である。移行時のトラブルは局所化できるメリットがある


が、新旧両システムを同時に運用するため、作業負荷が大きくなる。


③ サブシステム順次移行


システムを、いくつかのサブシステムに分けて順次開発し、移行していく方式である。
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一次開発、二次開発、…、に分けて開発を進める。移行時のトラブルはサブシステム内に


限定され、移行負荷も平準化されるメリットがあるが、一次開発、二次開発に分割するサ


ブシステム間のインタフェースに関係する課題の検討が重要になる。


設問


は、新旧システムのインタフェースに関する問題である。一括全面移行は新旧システａ


ムのインタフェースは不要であり、地域順次移行は地域間処理用のインタフェースが必要と


なる。サブシステム順次移行はサブシステム間処理用のインタフェースが必要となる。求め


る答えはオとなる。


は、利用部門の教育に関する問題である。一括全面移行は全業務で一括実施が可能でｂ


ある。地域順次移行も各地域単位で全業務一括教育が可能である。サブシステム順次移行は


業務単位で実施することになる。求める答えはエとなる。


は、移行作業期間の長短の問題である。一括全面移行は短期、地域順次移行は各地域ｃ


毎は短期であるが、全地域で考えると長期になる。サブシステム順次移行は、各地域とも長


期になる。求める答えはウとなる。
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問060005解説
◆解答


設問 ａ オ ｂ エ ｃ ウ ｄ ア ｅ エ ｆ ア


◆解説


インシデント管理プロセス、問題管理プロセスに関する問題である。


インシデント管理プロセスとは


インシデントは、ＩＴサービスの停止、またはサービス品質を低下させる事象のことであ


る。インシデント管理プロセスは、ＩＴサービスの品質低下や停止などから、早期にサービ


スを復旧させ、ビジネスへの影響度を最小限にとどめる対処療法的なプロセスである。


インシデント管理を適切に実施するには、インシデントの発生の都度、記録されるインシ


デントレコードの収集と記録項目の内容が重要である。


インシデントレコード


インシデントは、発生の都度、リアルタイムにインシデント単位にインシデントレコード


として詳細が記録される。通常、記録される管理項目としては、インシデント番号、発生日


時、緊急度、優先順位、ユーザ名、インシデントの説明、関連する問題、既知のエラーに関


する情報、インシデント解決情報、復旧日時、サポートグループなどがある。


インシデントプロセスで行われる活動


① サービスデスクによるユーザからのイベントの受付


② インシデントの検知、記録


③ インシデントの分類、優先順位付け、初期診断


④ インシデントの調査と診断


⑤ インシデントの解決、復旧策の実施


問題管理プロセス


インシデント管理プロセスが、ＩＴサービスの早期復旧を目指しているのに対して、問題


、 、 。管理プロセスは インシデントの根本原因を排除し インシデントの再発や未然防止を行う


管理プロセスでは、インシデントを根本的な原因が特定されていない「問題」と、根本原因


が特定されていない「既知のエラー」に分類して取り扱う。問題は、管理プロセスで行われ


る調査・診断を通じて根本原因が特定された既知のエラーに変わる。問題の記録は、問題の


データ、既知のエラーのデータとして、データベースに記録される。


問題管理プロセスでの活動


問題管理プロセスの活動には、問題コントロールとエラーコントロールがある。問題コン


、 、 。トロールは インシデントの根本原因を特定し 問題を既知のエラーに変換する活動である


エラーコントロールは、既知のエラーにおける根本原因を、変更管理プロセスなどで確実に
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取り除いていく活動である。問題管理プロセスで根本原因が特定されたインシデントは、変


更プロセスに引き継がれて、再発防止や未然防止の対策が実施される。


変更管理プロセス


ＩＴサービスに対する変更を一元的に管理し、標準的な変更手順を適用し、不正・不当な


変更を防止し、変更に伴う障害発生のリスクを低減する。変更のタイプには、通常変更、緊


急変更、標準変更がある。


キャパシティ管理


キャパシティ管理は、将来必要となるキャパシティを予測し、適切なキャパシティを計画


・設計し、継続的な監視と改善を通じて、キャパシティに起因するインシデントの発生を抑


制する。


構成管理


ＩＴサービスを構成する資産や構成アイテムの属性や関係を一元的に管理し、他のプロセ


スの有効性、効率性を向上させる。


サービスレベル管理


ビジネスが、ＩＴサービスに求めるサービスレベルをビジネス部門と調整し、サービスレ


ベル合意(ＳＬＡ)として定め、モニタリング、レビューを行い、サービスレベルの維持、向


上を図る。


設問


は、障害発生時の通報に関する問題で、運用責任者が障害の影響度を判断し、通報範ａ


囲を特定できるレベルを事前に定義しておく内容である。求める答えはオとなる。


は、データベースに記録する項目として、障害時の対応状況や回復状況の内容を、シｂ


ステム部員が共有できるように「障害対応の経緯」として記録する内容である。求める答え


はエとなる。


は、問題解決を確認するプロセスに関係する問題である。毎週開催される問題管理委ｃ


員会に必要な問題解決状況に関係する内容で、その週に解決予定の問題の解決状況の確認な


どに必要な内容であるから付加する項目は「解決予定日時」となる。


は、未解決問題に関係する問題である。未解決問題はインシデントの根本原因を特定ｄ


し、既知のエラーに変換し、変更管理プロセスを通じて変更される。長期間にわたってこれ


が実行されていないのであるから、通常は根本原因の特定が行われていないものとなる。更


に、その後再発していないため放置されているケースが多い。従って、原因が特定できず、


その後再発しない問題となる。求める答えはアとなる。


、 。ｅは 根本原因の特定されたインシデントを解決するための実施プロセスの問題である


解決の実施は変更管理プロセスで行われる。求める答えはエとなる。







- 3 -


は、未解決問題を認識しやすくする問題である。従って、解決日時が空欄の問題を障ｆ


害の影響度の降順に整列し、表示することになる。求める答えはアとなる。
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問060006解説
◆解答


設問１ ａ イ ｂ エ ｃ ア ｄ ウ (ａ、ｂ順不同)


設問２ ｅ イ ｆ ウ ｇ イ ｈ イ


◆解説


プロジェクトの品質管理に関する問題である。


バグ摘出率の求め方


バグ摘出率＝(バグ摘出件数)／(バグ総件数)


バグ総件数は予測値を、バグ摘出件数は実績値を使用する。


Ｇ１グループの設計工程での設計品質


① バグ摘出率が目標値よりも高くなった。


② 担当サブシステムの難度が高かったか、または、新規メンバーのスキルが低かったか。


③ バグ摘出件数が増加した理由


ⓐ 設計レビューの強化によって検出率が高まった。


ⓑ 新規メンバが要求仕様を完全に理解していなかったためにバグが増加した。


ⓒ 設計の難度が高いモジュールが予想以上に多かった。


Ｇ２グループの設計工程での設計品質


① バグ摘出率が目標値よりも低かった。


② 設計レビューが問題であったか、または、過去のシステムの再利用率が高まったり、類


似システムの経験者の参加により、バグ件数が減少したか。


③ バグ摘出件数が減少した理由


ⓐ 過去のシステムの機能拡張で改造した機能と類似しているモジュールが多かった。


ⓑ 新規メンバに類似システムの経験者がいた。


バグ曲線


最初は、テストの経過時間の割には、バグの発生件数は少ないが、その後、次第にバグの


発生件数は多くなり、最後に、再び少なくなり、ほとんど飽和状態になる。


初期の発生件数


は少ない


時間の経過と伴に発生


件数は急激に増大する


最終段階で発生件数は


少なくなり飽和する
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各サブシステムの品質


Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３


設計工程 ２８０ １７５ １１２


製造工程 ２１０ １７０ １４３


バグ摘出率 ２８ ３４ ３７


設計製造計 ４９０ ３４５ ２５５


バグ摘出率 ６５ ６８ ６５


単体テスト １６０ １００ ９０


結合テスト １００ ６０ ４５


全工程合計 ７５０ ５０５ ３９０


設問１


、 は、バグ摘出件数が増加した理由で、一つは新規メンバが要求仕様を完全に理解ａ ｂ


していなかったためであり、もう一つは設計の難度が高いモジュールが予想以上に多かった


ためである。求める答えは、ａはイ、ｂはエである。ａ、ｂは順不同である。


は、過去のシステムの機能拡張で改造した機能と類似しているモジュールが予想以上ｃ


に多く、再利用率が高くなった。求める答えはアとなる。


は、新規メンバの１人が、類似システムの開発に関して、既存のメンバを上回る経験ｄ


を有していたためメンバの生産性が高くなった。求める答えはウとなる。


設問２


、 、 、 、 、ｅは バグ曲線に関する問題であり バグ曲線は 最初は テストの経過時間の割には


バグの発生件数は少ないが、その後、次第にバグの発生件数は多くなり、最後に、再び少な


くなり、ほとんど飽和状態になる。求める答えはイとなる。


は、サブシステムＳ２の製造工程のバグ摘出率であり、１７０÷５０５＝０.３３７とｆ


なり、３４％で、求める答えはウとなる。


、 、ｇは 設計工程および製造工程のバグ摘出率の合計が最も高いのはグループＧ２であり


求める答えはイとなる。


は、摘出率の値で、３４５÷５０５＝０６８３となり、６８％で、求める答えはイとｈ


なる。
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問060007解説
◆解答


設問１ ａ ウ ｂ ウ


設問２ ｃ ア ｄ イ ｅ ウ ｆ イ


設問３ ｇ イ ｈ イ


◆解説


ＥＶＭに関する問題である。


ＥＶＭとは


ＥＶＭは、予算およびスケジュールの観点からプロジェクトがどのように遂行されつつあ


るかを定量的に評価するプロジェクト管理の技法である 進捗の進み／遅れのような指標 ス。 （


ケジュール差異）も日数／時間という単位ではなくコストを単位として求められる点に特色


がある。ある時点までにプロジェクト・チームが完成した成果とプロジェクト開始時に予測


した見積りとが比較される。この比較から、プロジェクトが完了状態からどれほど離れてい


るかについての標準が与えられる。既にプロジェクトに投入された作業量から推定すること


によって、プロジェクト・マネジャーは完了時点までにどれほどのリソースが使用されるか


の見積もりを得ることができる。


ＥＶＭの指標


① 出来高計画値(ＰＶ)


② コスト実績値(ＡＣ)


③ 出来高実績値(ＥＶ)


ＰＶ(計画値)とは


ＥＶＭでは、ＷＢＳなどを用いてプロジェクト全体を細かい工程に分割し、各工程にかか


る予算コストを見積もって、これをスケジュールに沿って積算した計画値(ＰＶ：Planned Va


lue)とする。


コスト実績値)ＡＣ(


ＡＣは各工程での作業実行後の実績値である。


ＥＶ(出来高)


ＥＶは各工程の実行過程での進捗度をコストに換算した実績値で、その時点での計画作業


の完成率にＰＶを乗じた値である。プロジェクト開始後、ある時点までに完了した工程の予


算コストの合計が出来高(ＥＶ：Earned Value)である。


差異の計算


① コスト差異 ＣＶ＝ＥＶ－ＡＣ
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② スケジュール差異 ＳＶ＝ＥＶ－ＰＶ


効率指数の計算


① コスト効率指数 ＣＰＩ＝ＥＶ／ＡＣ


② スケジュール効率指数 ＳＰＩ＝ＥＶ／ＰＶ


コストの差異による進捗度の評価


① ＣＶ＝０、ＣＰＩ＝１の場合、計画通りのコストでプロジェクトが進捗している。


、 、 。② ＣＶ＞０ ＣＰＩ＞１の場合 計画よりも少ないコストでプロジェクトが進捗している


③ ＣＶ＜０、ＣＰＩ＜１の場合、計画よりもコスト超過でプロジェクトが進捗している。


スケジュールの差異による進捗度の評価


、 、 。① ＳＶ＝０ ＳＰＩ＝１の場合 計画通りのスケジュールでプロジェクトが進捗している


② ＳＶ＞０、ＳＰＩ＞１の場合、計画よりもスケジュールが早まっている。


③ ＣＶ＜０、ＣＰＩ＜１の場合、計画よりもスケジュールが遅延である。


設問１


２月末時点の外部設計、内部設計のＰＶ、ＡＣ、ＥＶを求める問題である。


表３の外部設計のＥＶの値は、作業の完成率は１２００／１４００＝６／７であり、この
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値にＰＶの値１４００を乗じると、１４００×６／７＝１２００となる。


表４の３月末時点の内部設計のＰＶの値は機能数が４０で、標準コースが４０であるから


４０×４０＝１６００


となる。


従って、ａの答えは１２００で、求める答えはウとなり、ｂの答えは１６００で、求める


答えはウとなる。


設問２


ｃは、外部設計と実装に関するスケジュールの差異分析であり、ＳＶ＝ＥＶ－ＰＶの式を


用いて計算すると、３月末時点で、次のようになる。


外部設計 １６００－１６００＝０


実装 ７５０－７５０＝０


となり、外部設計と実装はＳＶが共に０であり、計画どおりにスケジュールが進捗している


となる。求める答えはアとなる。


、 、 。 、 、ｄ ｅは コスト差異ＣＶ＝ＥＶ－ＡＣを値を評価する問題である 外部設計 内部設計


実装に関して、ＣＶを求めると、外部設計は０、内部設計は１２００－１２６０＝－６０で


負、実装は７５０－６２５＝２５で正となる。従って、ｄの答えは内部設計となり、ｅは実


装となる。求める答えはｄはイ、ｅはウとなる。


ｆは、プロジェクト全体のＣＰＩ＝ＥＶ／ＡＣの計算である。３月末時点のＥＶ、ＡＣを


求めると、次のようになる。


ＥＶ＝１６００＋１２００＋７５０＝３５５０


ＡＣ＝１６００＋１２６０＋６２５＝３４８５


ＣＰＩ＝ＥＶ／ＡＣ＝３５５０／３４８５＝１.０１８≒１.０２


となり、ｆの求める答えはイとなる。


設問３


ｇは、内部設計および実装の工数の実績値の計算であり、１機能当たりの工数の実績値お


よび工数の合計は次のように求まる。


内部設計 １機能当たりの工数の実績値 １２６０／３０＝４２


実装 １機能当たりの工数の実績値 ６２５／２５＝２５


工数の合計 ４２×１０＋２５×１５＝７９５


となり、求める答えはイとなる。


ｈは、プロジェクト全体の総コストを求める問題である。次の式で求まる。


１６００＋１２６０＋６２５＋７９５＋６００＋６００＝５４８０


ｈの求める答えはイとなる。
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問060008解説
◆解答


設問１ ａ ウ ｂ カ ｃ イ


設問２ ｄ ウ ｅ ア


設問３ ｆ イ


◆解説


設計工程の進捗管理に関する問題である。


計画進捗率の計算式


実績進捗率の計算式


実績進捗率が、計画進捗率より大きいときは、計画よりも進んでおり、小さいときは、スケ


ジュール遅延の問題がある。


計画進捗率と実績進捗率の対比


設計分担 メンバ 計画総工数 第１週の週末時点 第２週の週末時点


計画進捗率 実績進捗率 計画進捗率 実績進捗率


ＵＩ設計１ Ａ ５０ ０ ５０.０ ５５.５


ＵＩ設計２ Ｂ １００ ２０.０ ２５.０ ６０.０ ６５.０


ＵＩ設計３ Ｃ １００ ２０.０ ２０.０ ６０.０ ５７.１


ＵＩ設計４ Ｄ １００ ２０.０ １５.０ ６０.０ ５７.９


合 計 ３５０ １７.１ １７.１ ５８.６ ５９.４


実績進捗率が、計画進捗率よりも小さいのは、第１週週末時点ではメンバＤであり、第２週


週末時点ではメンバＣ、Ｄである。


合計値で評価すると、実績進捗率は、第１週週末時点では計画進捗率と同じであるが、第２


週週末時点では計画進捗率５８.６％に対して、実績進捗率５９.４％となり、チーム全体では


進捗に問題が無い。
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計画実績工数比の計算式


計画実績工数比は、今後のスケジュールの予測に利用できる。


計画工数比が１.００の場合は、今後も計画どおりのスケジュールで進捗可能と判定できる。


計画工数比が１.００よりも小さい場合は、スケジュール遅延の懸念はないと判定できる。１.


００よりも大きい場合は、今後のスケジュールに遅延が生じる可能性があると判定できる。


計画実績工数比の計算


設計分担 メンバ 第１週の週末時点 第２週の週末時点


ＵＩ設計１ Ａ ０ ０.９０


ＵＩ設計２ Ｂ １.００ １.００


ＵＩ設計３ Ｃ １.００ １.０５


ＵＩ設計４ Ｄ １.００ ０.９５


１.００ ０.９９


、 、 、 、チーム全体の計画実績比では 第１週週末時点 第２週週末時点のそれぞれの値が １.００


０.９９であり、チーム全体では期間内に設計工程を終えることは可能である。メンバ個別の計


画実績工数比では、第２週週末時点の値が、第１週週末時点の値よりも増加しているメンバ１


名(Ｃ)については、スケジュール遅延の懸念がある。


第２週週末時点で、残りの工数が第３週の計画工数を下回っているＡ(２０／２５)、Ｂ(３５


、 、 、 、／４０)の２名のうち 実績進捗率がＡ(５５.５％) Ｂ(６５.０％)のうち 値が最も高いＢに


スケジュール遅延の懸念のあるメンバのＵＩ設計の一部を分担させることによって、スケジュ


ール遅延を回避することができる。


設問１


実績進捗率が、計画進捗率よりも小さいのは、第１週週末時点ではメンバＤであり、第２


週週末時点ではメンバＣ、Ｄである。求める答えは、ａはウ、ｂはカである。


ｃは、合計値で評価すると、実績進捗率は、第１週週末時点では計画進捗率と同じである


が、第２週週末時点では計画進捗率５８.６％に対して、実績進捗率５９.４％となり、チー


ム全体では進捗に問題が無い。求める答えはイとなる。


設問２


ｄは、 チーム全体の計画実績比では、第１週週末時点、第２週週末時点のそれぞれの値
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、 、 、 。が １.００ ０.９９であり チーム全体では期間内に設計工程を終えることは可能である


求める答えはウとなる。


ｅは、メンバ個別の計画実績工数比では、第２週週末時点の値が、第１週週末時点の値よ


りも増加しているメンバ１名(Ｃ)については、スケジュール遅延の懸念がある。求める答え


はアとなる。


設問３


ｆは、第２週週末時点で、残りの工数が第３週の計画工数を下回っているＡ(２０／２


５)、Ｂ(３５／４０)の２名のうち、実績進捗率がＡ(５５.５％)、Ｂ(６５.０％)のうち、値


が最も高いＢに、スケジュール遅延の懸念のあるメンバのＵＩ設計の一部を分担させること


によって、スケジュール遅延を回避することができる。求める答えはイとなる。
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問060009解説
◆解答


設問１ ａ イ ｂ ア ｃ ア


設問２ ｄ ウ ｅ キ ｆ ア


◆解説


プロジェクトの実績管理に関する問題である。


プロジェクト管理とは


、 、プロジェクトの目的を完遂またはそれ以上の成果を上げるためには 最適な知識やツール


技法を駆使してプロジェクトを遂行することである。ソフトウェア開発では、開発の背景、


目的、範囲を明確にした上で、開発期間、開発費用、品質管理、開発組織体制、コミュニケ


ーション計画、リスク管理、調達管理を構成要素として管理体系を決定する。プロジェクト


のフェーズごとに作業内容、要員、工数などの資源割り当てを定め、品質などを把握しなが


らコントロールしていく。


進捗管理とは


、 。進捗管理は システム開発で作業工程が計画通りに進行しているかを確認することである


ガントチャートやＰＥＲＴ図を使用して行う。あらかじめ設定した管理項目に対して終了し


た項目の割合で進捗を計る消化率管理を用いる。進捗管理では、正確な進捗状況を把握する


、 。ことが重要であり そのためには定期的にかつ正確な進捗状況を収集することが求められる


進捗管理の要領


① 進捗度を客観的に把握する管理項目と測定尺度を決める。


② 進捗状況の把握の方法、進捗把握の周期、定期的なデータの収集、報告書の作成、問題


の把握などについて検討し、実行する。


③ 収集した進捗データを集計して、計画値と対比して分析する。


④ 表面上の問題と真の問題を区分し、真の問題を探り出し、真の問題の真の原因を取り除


くための対応策を検討する。


⑤ 仕様変更や機能追加に関する問題、開発環境不備に関する問題、開発要員の技能不足や


要員不足に関する問題、コミュニケーション不足に関する問題などが真の問題になりやす


い。上司への報告と協議が必要になる。


工数


工数はある課題を達成するのに必要とする作業量のことである。ＩＴ業界では、作業に従


事する人間の数に、必要とする時間を乗じたものを用いる 「人月」(１人が１ヶ月従事する。


作業が１人月)や「人日」などの単位で表す。


工数を作業者数で割ると作業時間となり、逆に、工数を時間で割ると、必要な作業者数に


なる。24人月の仕事を４か月で行うには、作業者は６人必要であり、逆に、８人で行うと、
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３か月で完成する。


工数計算は、標準的スキルを持つエンジニアが単位時間(１カ月)に行う仕事量を基準に計


算するが、ソフトウェア開発においてはそれを定義する一般的な基準が存在しないため、同


じ１人月でも開発ベンダによって実際に可能な仕事量は異なる。


工数は、プロジェクトの大きさを表現する場合や１人当たりの費用月額(人月単価)を掛け


合わせてシステム開発費用を見積もる場合、プロジェクトの進捗管理、企業間の取引、製造


部門の原価管理などに使用される。工数と実際の作業時間の差は製造部門の赤字・黒字、さ


らには企業の収益となって現れる。工数と実際の作業時間の比率である消化率を使用して、


製造現場の管理者は管理を行う。


検討のための条件整理


① プログラムの本数


共通プログラム ３０本


固有プログラム ９０本


総数 １２０本


② プロジェクトメンバー人数 １０名


③ 標準工数と生産性


内部設計 共通プログラム、固有プログラム 標準工数 ８人時


生産性 ０.１２５


プログラミング 共通プログラム、固有プログラム 標準工数 １０人時


生産性 ０.１


④ １日の作業時間 ８時間


⑤ １週間の作業日数 ５日


⑥ １週間の総作業人日・総作業人日 ５０人日 ４００人時


⑦ 作業手順


内部設計 共通プログラムの内部設計→固有プログラムの内部設計


プログラミング 共通プログラムのプログラミング→固有プログラムのプログラミング
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⑧ 作業計画


進捗率、生産性の計算


進捗率はプログラム総本数に対する完了本数の比率である。２週間後の内部設計の完了本


数は実績が９０本、計画が１００本で、総本数が１２０であるから、実績および計画の進捗


率を求めると、次のようになる。


実績 ９０×１００／１２０＝７５(％)


計画 １００×１００／１２０＝８３(％)


計画値に基づいた進捗率に対して、実績値に基づいた進捗率は、次のようになる。


７５－８３＝－８


進捗率は８ポイント下回ることになる。


生産性は１人時当たりに作成できるプログラム本数である。


内部設計の第１週の生産性は、４０／３８０＝０.１０５


内部設計の第２週の生産性は、５０／４００＝０.１２５


共通プログラムの本数は３０本であるから、第１週に作成している。第２週はすべて固有


プログラムであり、生産性の実績値は０.１２５に対して計価値で０.１２５と等しい。第１


週は共通プログラムと固有プログラムの混合で、実績値は０.１０５で、計画値を下回ってい


る。従って、生産性が悪かったのは共通プログラムの開発である。


プログラミングの生産性は、１／１０＝０.１(本／人時)


第３週の工数は、次のようになる。


内部設計の第３週の工数 ３０／０.１２５＝２４０(人時)


内部設計の必要工数は２４０人時で、第３週中には完了する。


見直し後のプログラミングの標準工数


プログラミングの共通プログラムの標準工数 ８人時／本


プログラミングの共通プログラムの生産性 ０.１２５本／人時


プログラミングの固有プログラムの標準工数 ９人時／本


プログラミングの固有プログラムの生産性 ０.１１１本／人時







- 4 -


見直し後のプログラミングの総工数


第１表


週 ３ ４ ５ ６ 合計


計画本数 ２４ ４０ ４０ １６ １２０


計画工数 ２４０ ４００ ４００ １６０ １２００


共通本数 ２０ １０ ３０


固有本数 ３５ ４４ １１ ９０


変更工数 １６０ ３９５ ３９６ ９９ １０５０


計画工数１２００人時に対して、変更後の工数は１０５０人時となり、１５０人時削減で


きる。


プログラム期間を短縮する作業計画


第２表


週 ３ ４ ５ ６ 合計


共通本数 １０ ２０ ３０


共通工数 ８０ １６０ ２４０


固有本数 ２６ ４４ ２０ ９０


固有工数 ２３４ ３９６ １８０ ８１０


合計工数 ８０ ３９４ ３９６ １８０ １０５０


、 、第３週のプログラミングの共通プログラムを１０本として 残り２０本を第４周に回し


変更した標準工数、生産性で表を作成すると、第２表のようになる。


第４週の標準工数を９人時／本とすると、４００時間で４４本の固有プログラムが作成


できる。週末時点の仕掛かりは作らないため、小数以下は切り捨てとなる。従って、固有


プログラムの工数は、９×４４＝３９６(時間)となる。第６週の固有プログラムの本数は


９０－(２６＋４４)＝２０(本)となる。固有プログラムの工数は２０×９＝１８０(時間)


第４週、第５週、第６週の計画本数は、４６、４４、２０となる。


テストを並行して実施する作業計画


第３表


週 ３ ４ ５ ６ 合計


共通本数 １０ ２０ ３０


共通工数 ８０ １６０ ２４０


固有本数 １８ ３６ ３６ ９０


固有工数 １６２ ３２４ ３２４ ８１０


合計工数 ８０ ３２２ ３２４ ３２４ １０５０


第３週の共通プログラムの本数を１０本、第４週を２０本として、問題表４の計画本数


でテストを並行実施する作業計画を作成すると第３表のようになる。
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第４週の固有プログラム本数は３８－２０＝１８となり、標準工数９を掛けて固有工数


を計算する。４～６週のプログラミング工数の差の最大値は２となる。


設問１


ａは計画値に基づく進捗率と実績値に基づく進捗率を比較する問題である。


２週間後の内部設計の完了本数は実績が９０本、計画が１００本で、総本数が１２０であ


るから、実績および計画の進捗率を求めると、次のようになる。


実績 ９０×１００／１２０＝７５(％)


計画 １００×１００／１２０＝８３(％)


計画値に基づいた進捗率に対して、実績値に基づいた進捗率は、次のようになる。


７５－８３＝－８


進捗率は８ポイント下回ることになる。ａの求める答えはイとなる。


ｂは実績値と計画値の生産性の比較を、共通プログラム、固有プログラムに関して行う問


題である。


生産性は１人時当たりに作成できるプログラム本数である。


内部設計の第１週の生産性は、４０／３８０＝０.１０５


内部設計の第２週の生産性は、５０／４００＝０.１２５


共通プログラムの本数は３０本であるから、第１週に作成している。第２週はすべて固有


、 。プログラムであり 生産性の実績値は０.１２５に対して計価値で０.１２５と両者は等しい


第１週は共通プログラムと固有プログラムの混合で、実績値は０.１０５で、計画値を下回っ


ている。従って、生産性が悪かったのは共通プログラムの開発である。ｂの求める答えはア


となる。


ｃは、第３週の工数は、次のようになる。


内部設計の第３週は固有プログラム３０本を開発するの工数で次のようになる。


３０／０.１２５＝２４０(人時)


内部設計の必要工数は２４０人時で、週間の総工数が４００人時であるから、第３週中に


は完了する。ｃの求める答えはアとなる。


設問２


ｄは、プログラミングの標準工数を見直した場合の工数削減量を求める問題であり、プロ


グラミングの共通プログラムの標準工数８人時／本、生産性０.１２５本／人時となり、プロ


グラミングの固有プログラムの標準工数９人時／本、生産性０.１１１本／人時となる。


この値を用いて工数を計算すると、解説欄の第１表に示す結果から、計画工数１２００人時


に対して、変更後の工数は１０５０人時となり、１５０人時削減できる。ｄの求める答えは


ウとなる。
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ｅは、プログラム期間を短縮する場合の第４週、第５週、第６週の計画本数を求める問題


であり、第３週のプログラミングの共通プログラムを１０本として、残り２０本を第４周に


回し、変更した標準工数、生産性で表を作成すると、解説欄の第２表のようになる。


第４週の標準工数を９人時／本とすると、４００時間で４４本の固有プログラムが作成で


きる。週末時点の仕掛かりは作らないため、小数以下は切り捨てとなる。従って、固有プロ


グラムの工数は ９×４４＝３９６(時間)となる 第６週の固有プログラムの本数は９０－(２、 。


６＋４４)＝２０(本)となる。固有プログラムの工数は２０×９＝１８０(時間)


第４週、第５週、第６週の計画本数は、４６、４４、２０となり、ｅの求める答えはキと


なる。


ｆは、テストを並行して実施する作業計画の問題で、第３週の共通プログラムの本数を１


０本、第４週を２０本として、問題表４の計画本数でテストを並行実施する作業計画を作成


すると解説欄の第３表のようになる。第４週の固有プログラム本数は３８－２０＝１８とな


り、標準工数９を掛けて固有工数１６２を計算する。４～６週のプログラミング工数の差の


最大値は２となる。ｆの求める答えはアとなる。








- 1 -


問060010解説
◆解答


設問１ ａ ウ ｂ エ


設問２ ｃ ウ ｄ ウ ｅ イ


◆解説


ファンクションポイント法を用いた工数見積もりに関する問題である。


ファンクションポイントモデル(ＦＰ法)


ＦＰ法は1983年にAlbrechtによって提案されたコストモデルで、ソフトウェアに含まれる


機能単位に見積もる方法である。評価対象の領域を明確にし、システムの提供する５つの機


能(外部入力・外部出力・外部照会・内部論理ファイル・外部インタフェース)を抽出し、そ


れぞれのデータタイプに対して、単純レベル、多少複雑レベル、複雑レベルの重み付けを加


味して点数をつけ計量化する。


ファンクションポイントＦＰは次の式で計算する。


ＦＰ＝Ｃ×(Ｐ ＋Ｐ ＋Ｐ ＋Ｐ ＋Ｐ )１ ２ ３ ４ ５


画面や帳票等の入出力インタフェースの多い場合に適している。外部入出力や内部論理フ


ァイル、照会、インタフェースなどの個数や特性などから開発規模を見積もる。


図に示す名簿管理システムの開発工数を見積もる。


工数見積もりの方法(簡易ファンクションポイント法)


、 、① 処理フロー図を利用して 各処理内容を機能および入出力インタフェースごとに分類し


それぞれをファンクションとして定義する。


② 見積もり対象の処理ごとに、各ファンクションの個数を求める。


③ 各ファンクションの個数を基に処理ごとの開発規模を求める。
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④ 見積もり対象処理ごとに算出された開発規模と開発生産性から工数を算出する。開発生


産計画値は０.５ｋステップ／人月とする。


社員Ｂの算出結果


社員Ｂが算出した結果を求めると、次の表のようになる。


データ抽出時のファイル書込機能の個数は、ログデータ、オンラインストレージ、電子記


憶媒体の各１個で、計３個となる。


データ整備の処理別工数は、開発規模が２ｋステップで、開発生産性が０.５ｋステップ／


人月であるから、２／０.５＝４.０(人月)となる。


工数一覧の算出結果


処理別工程ごとの工数一覧を算出した結果は、表の通りになる。


ファンクション別開発規模合計の最も大きいファンクションはファイルの書き込み処理で


ある。全工程の工数合計７.８人月の８０％に相当するのは、外部設計、詳細設計、製造の３


処理工程である。


３


４.０


０.９


２.１ ７.８


１.７
３.４
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データ抽出処理で考えると、外部設計、詳細設計、製造の３処理工程の工数は２.７２人月


であり、ファイル書込の開発規模は０.９ｋステップで、全体規模の１.７ｋステップに対す


る割合は０.９／１.７＝０.５３となり、工数は２.７２×０.５３＝１.４４(人月)となる。


設問１


ａは、データ抽出時のファイル書込機能の個数は、処理フロー図からログデータ、オンラ


インストレージ、電子記憶媒体の各１個で、計３個となる。求める答えはウとなる。


ｂは、データ整備の処理別工数は、開発規模合計が２ｋステップで、開発生産性が０.５ｋ


ステップ／人月であるから、２／０.５＝４.０(人月)となる。求める答えはエとなる。


設問２


処理ごとのファンクション数と開発規模一覧および各処理別工程ごとの表の空欄を埋める


と解説欄の２つの表のようになる。


ファンクション別開発規模合計の最も大きいファンクションは、表からファイルの書き込


み処理の２.１人月である。ｃの求める答えはウとなる。


全工程の工数合計７.８人月の８０％に相当する工程は、外部設計(１５％)、詳細設計(２


５％)、製造(４０％)の３処理工程である。ｄの求める答えはウとなる。


データ抽出処理で考えると、外部設計、詳細設計、製造の３処理工程の工数は２.７２人月


であり、データ抽出処理でファイル書込処理の割合は、ファイル書込の開発規模０.９ｋステ


ップで、データ抽出処理の全体開発規模の１.７ｋステップであるから


０.９／１.７＝０.５３


となり、工数は２.７２×０.５３＝１.４４(人月)となる。求める答えはイとなる。


１.０


０.５１


４.０


３.４








- 1 -


問060011解説
◆解答


設問１ オ


設問２ ａ オ ｂ イ ｃ イ ｄ エ


設問３ ｅ エ ｆ ア ｇ イ


◆解説


サービスデスクの問合せ対応に関する問題である。


サービスデスクとは


① サービスデスク(ヘルプデスク)は、サービスの利用者からの問い合わせに対して単一の


窓口機能を提供し、適切な部署への引き継ぎ、対応結果の記録、記録の管理などを行う一


連の活動である。


② 企業内で、顧客や社員など内外からの問い合わせに対応する部門で、製品の使用方法や


トラブル時の対処法、苦情への対応など様々な問い合わせを一括して受け付ける。


③ 技術の進歩に伴って問い合わせも高度化・増加しており、顧客満足度の上昇や社内シス


テムの円滑な運用には欠かせない部門となっている。


サービスデスクの機能


① すべての関連するインシデントやサービス要求の詳細を記録するとともに、インシデン


トやサービス要求の分類、優先順位付けを行う。


② インシデントに対する１次調査・診断を実施し、可能であれば対応策を実施する。


③ 対応できないインシデントやサービス要求を、適切な部門にエスカレーションする。


④ ユーザに、インシデントやサービス要求に対する対応状況を適宜報告する。


⑤ 解決したインシデントやサービス要求をクローズする。


⑥ 顧客満足度を調査する。


⑦ ユーザに対してプロアクティブにＩＴサービスに関する情報を発信する。


サービスデスクの種類


① ローカルサービスデスク


❶ サービスデスクがユーザに近く、コミュニケーションロスが少ない


❷ 多数設置すると、資源が重複し、コスト高になる。


❸ すべてのサービスデスクを共通の指標で管理するのが難しい。


② 中央サービスデスク


❶ サービスデスクが一箇所ですみ、オペレーションコストが削減される。


❷ 機能が統合されて全社共通の指標で管理が可能である。


❸ ユーザとの距離が遠くなり、コミュニケーションロスが発生しやすい。


③ バーチャルサービスデスク


❶ 24時間体制のサービスデスクを開設できる。
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❷ 機能が統合されて全社共通の指標で管理が可能である。


❸ 共通のサービスを提供するのが難しい。


❹ 対応するサービスを予め詳細に決めておく必要がある。


サービスデスクのパフォーマンス測定指標


① サービスデスクにおける１次解決率


② インシデントの平均解決時間


③ 平均エスカレーション時間


④ インシデント当たりのサービスデスクの平均コスト


⑤ ＳＬＡで定められた時間内でのインシデントクローズ率


問合せの区分および担当部門


問合せ区分の考え方は、ログインと操作に関する問合せについてはサービスデスクで回答


し、それ以外の問合せに関しては、担当部門に引き継ぐ。


引き継ぎを受けた担当部門は、問合せ社員に直接回答し、回答内容と回答日時をサービス


デスクに報告する。


サービスデスク目標


サービスデスク問合せについて、問合せ受け付けてから３０分以内で回答を完了させるこ


とを目標にする。


販売情報システムの問合せ管理台帳の内容


① 受付番号


② 受付日時


③ 回答完了日時


④ 問合せ区分


⑤ 問合せ内容


⑥ 担当区分


⑦ その他
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サービスデスク目標達成率の計算


(目標達成したサービスデスク問合せ数÷サービステスク問合せ数)×１００(％)


問題表２の具体例の区分、担当部門を追加記入に、目標達成を評価すると、次のようにな


る。目標達成欄の○印が目標を達成したものである。


上記の例について、サービスデスク目標達成率を計算すると、次のようになる。


サービスデスク問合せ数４件、目標を達成数３件


目標達成率＝(３÷４)×１００＝７５(％)


問題表３の問合せ数に対するサービスデスクの目標達成率の計算結果


区分 １ ２ ３ ４


発生件数 ４０ ２０ ５ ３


ログイン 達成件数 ２８ １５ ４ ３


達成率 ０.７０ ０.７５ ０.８０ １.００


発生件数 ２５ ２２ １８ ２０


操作 達成件数 ２０ １７ １６ １７


達成率 ０.８０ ０.７７ ０.８９ ０.８５


サービスデスクの目標達成率は次のようになっている。


ログインは、毎週上がっている。


操作は、週によって上がり下がりがある。


ログイン


接続


ログイン


サービス


デスク


サービス


デスク


サービス


デスク


企画課


システ


ム課


○


○


○


目標達成
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第５週の問合せ数と同種の数の計算結果


区分 第４週 第５週


問合せ数 同種の数 問合せ数 同種の数


ログイン ３ １ ３ ３


操作 ２０ １２ ２５ １５


接続 １２ ５ １２ ５


目標管理 ４８ １６ ６０ ２０


販売実績 ４ ４ ５ ５


その他 ８ ２ ８ ２


合計 ９５ ４０ １１３ ５０


① 第５週の問合せ数は、次のようになる。


操作、目標管理、販売実績の問合せ数は第４週の２５％増


ログイン、接続、その他の問合せ数は第４週と同じ


② 第５週の同種の問合せ数の割合は第４週と同じである。


③ サービスデスクの改善によって、サービスデスクで回答することになる問合せについ


て１件当たり１０分短縮する。


設問１


問題表２のデータに基づき、サービスデスク目標達成率を計算する問題である。


解説欄の販売情報システムに関する問合せ表を用いて、サービスデスク目標達成率を計算


すると、次のようになる。


サービスデスク問合せ数４件、目標を達成数３件


目標達成率＝(３÷４)×１００＝７５(％)


求める答えはオとなる。


設問２


ａは、第４週の問合せ数が、第１週の問合せ数に比べて、半数以下になった区分を求める


問題である。


ログインは０.０７５、操作は０.８、接続は１.０、目標管理は０.５３、販売実績は０.０


５、その他は０.５３となり、半減したのはログインと販売実績である。求める答えはオとな


る。


ｂは、第４週の担当部門別問合せ数の多いものを求める問題である。


サービスデスク２３件、システム課１２件、企画課４８件、営業課１２件で、問合せが最も


多い担当部門は企画課である。求める答えはイとなる。
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ｃは、サービスデスクの要員に関する問題である。暫定的に臨時要員を１名増員し、１週


と比較して、問合せ総数で１５０件以下、サービスデスクの問合せ数３０以下が同時に成り


立つ場合、その翌週から臨時要員を１名削減する。


第２週目はサービスデスク問合せ数が４２件で不可


第３週目はサービスデスク問合せ数２３件、総問合せ数９９件で、減少条件を満たしてお


り、第４週からの１名削減が可能になる。求める答えはイとなる。


ｄは、週別、区分別のサービスデスク目標達成率の問題である。


解説欄の問題表３の問合せ数に対するサービスデスクの目標達成率の計算結果に示すよう


に、サービスデスクの目標達成率は、ログインは毎週上がっているが、操作は週によって上


がり下がりがある。求める答えはエとなる。


設問３


ｅは、第５週の想定される問合せ総数を求める問題である。解説欄の第５週の問合せ数と


同種の数の計算結果に示すように、操作、目標管理、販売実績の問合せ数は第４週の２５％


増、ログイン、接続、その他の問合せ数は第４週と同じであるから、第５週の問合せ数は１


１３件となる。求める答えはエとなる。


ｆは、第５週の同種の問合せ数をサービスデスク問合せに改善することよって、短縮でき


る回答完了までの時間を求める問題である。問合せ１件当たり１０分短縮でき、サービスデ


スクに改善できる件数が５０－１８＝３２(件)であるから、短縮できる時間は３２０分とな


り、求める答えはアとなる。


ｇは、解決策をＦＡＱとして、社員に利用させる場合のサービスデスクの問合せ数の減少


できる件数を問う問題である。


第５週の同種問合せ数は５０件であり、そのうち５０％がＦＡＱとなり、そのうちの５０


％が減らせる数値となる。ＦＡＱとなるのは２５件であり、そのうちの５０％が選らせるた


め減らせる数は１２件となる。求める答えはイとなる。
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問060012解説
◆解答


設問１ ａ エ ｂ ウ


設問２ ｃ ア ｄ ウ ｅ エ


◆解説


ソフトウェア開発の品質管理に関する問題である。


品質管理の考え方


① 内部設計工程、プログラミング工程で品質を確保する。


② 内部設計工程では、内部設計書のレビューを設計担当者を含めたチーム内のメンバー３


名以上でチームレビューを行う。


③ プログラミング工程では、ソースプログラムのコードレビューを行う。


④ コードレビューは、セルフレビューとペアレビューがある。


⑤ 品質管理指標の基準値および許容範囲


⑥ 表２の値は、プログラミング工程のすべてのコードレビューを終了した時点での品質管


理指標である。


⑦ セルフレビューが終了した時点での摘出欠陥数の許容範囲は、０.４～０.６倍である。


⑧ 品質評価の方法


ⓐ 計画値と実績値との差を調べ、評価する。


ⓑ 実績値が許容範囲内ならば合格とする。


ⓒ 実績値が許容範囲を外れている場合、プロジェクトリーダが評価する。


⑨ レビュー時間の許容範囲の設定


ⓐ 基準値は規模の数値の３倍


ⓑ 上限、下限は１.０～１.２倍


⑩ 摘出欠陥数の許容範囲の設定


ⓐ 基準値は規模の数値の４倍
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ⓑ 上限、下限は０.９～１.１倍


内部設計工程の実績と許容範囲、合否判定を表３にまとめた。


表３ 内部設計工程での品質管理指標の計画値と品質評価


分担規模 レビュー時間 摘出欠陥数 合否


チーム ｋｓ 実績 下限 基準 上限 判定 実績 下限 基準 上限 判定 判定


Ｐ 40 112 120 120 144 168 144 160 176 合


Ｑ 25 88 75 75 90 合 88 90 100 110


Ｒ 20 50 60 60 72 70 72 80 88 否


Ｓ 15 45 45 45 54 合 60 54 60 66 合 合


表３では品質管理指標として、設計レビュー時間、摘出欠陥数を使用し、実績値、基準値、


上限値、下限値、各評価項目での合否判定と総合評価判定をまとめた。


表４ プログラミング工程での品質管理指標の計画値と品質評価


週 １ ２ ３ ４ 合計


レビュー規模 2.5 3.5 2.0 1.0 9.0


欠陥数実績値 8 11 8 2 29


全てのコー 基準値 15 21 12 6 54


ドレビュー 下限値 13.5 18.9 10.8 5.4 48.6


終了時点 上限値 16.5 23.1 13.2 6.6 59.4


セルフコー 欠陥数／ｋｓ 3.2 3.1 4.0 2.0 3.2


ドレビュー 下限値／ｋｓ 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4


終了時点 上限値／ｋｓ 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6


ペアレビューの目標値 6 4 10


表４では品質管理指標として、全てのコードレビュー終了時点では、基準値、上限値、下限


値を求め、セルフコードレビュー終了時点では、１ｋｓ当たりの欠陥数の実績値(欠陥数／ｋ


ｓ)、上限値(上限値／ｋｓ)、下限値(下限値／ｋｓ)を求めている。


１ｋｓ当たりの欠陥数の実績値は次の式を使用して計算する。


欠陥数／ｋｓ＝欠陥数実績値／レビュー規模


１ｋｓ当たりの上限値、下限値は次の式を使用して計算する。


上限値／ｋｓ＝上限値／レビュー規模


下限値／ｋｓ＝下限値／レビュー規模


ペアレビューの摘出欠陥目標値の設定


① セルフレビューで許容範囲を上回っていた場合


目標値＝コードレビューの上限を上回る最小の整数値－セルフレビューの摘出欠陥値


ただし、セルフレビューの摘出欠陥数はコードレビューでの上限を上回る最小の整数値


を超えないものとする。
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② セルフレビューで許容範囲を下回っていた場合


目標値＝コードレビューの下限を上回る最小の整数値－セルフレビューの摘出欠陥値


ただし、セルフレビューの摘出欠陥数はコードレビューでの上限を上回る最小の整数値


を超えないものとする。


設問１


内部設計工程での品質管理指標の計画値と実績値との差異分析は表３を使用して考える。


ａの設計レビュー時間および摘出欠陥数の実績値がともに許容範囲内にあるのはＳチーム


であり、設計レビューを合格したのはＳチームとなる。求める答えはエとなる。


ｂは、設計レビュー時間および摘出欠陥数がともに許容範囲を外れているチームでＲチー


ムであり、求める答えはウとなる。


設問２


プログラミング工程での品質管理指標の計画値と実績値との差異分析は表４を使用して考


える。


ｃは、Ｙさんのセルフレビュー時の摘出欠陥数の４週間の合計を評価する問題であり、欠


、 、 、 。陥数／ｋｓは３.２ 上限値／ｋｓは３.６ 下限値／ｋｓは２.４となり 許容範囲内にある


求める答えはアとなる。


ｄは、週ごとの１ｋステップ当たりの摘出欠陥数の変化を評価する問題であり、第１週か


ら第４週に向かって、順次合格、合格、上限超、下限はずれの状態になっている。従って、


週によって許容範囲を上回ったり、下回ったりムラがあることになる。求める答えはウとな


る。


ｅは、許容範囲を外れている場合のプロジェクトリーダの評価法に関する問題である。ペ


アレビューの摘出欠陥目標値の設定の規則①、②使用して考える。


第１週、第２週のセルフレビューは、ともに許容範囲に入っているため関係しない。


第３週は許容範囲を上回っているため、次の式で計算する。


目標値＝コードレビューの上限を上回る最小の整数値－セルフレビューの摘出欠陥値


上限を上回る最小の整数値は１４、セルフレビューの欠陥数は８であり、第３週の目


標値は１４－８＝６となる。


第４週は許容範囲を下回っているため、次の式で計算する。


目標値＝コードレビューの下限を上回る最小の整数値－セルフレビューの摘出欠陥値


下限を上回る最小の整数値は６、セルフレビューの摘出欠陥値は２であるから、第４


週の目標値は６－２＝４となる。


第３週、第４週の合計を求めると、６＋４＝１０となり、求める答えはエとなる。








- 1 -


問060013解説
◆解答


設問１ ａ イ ｂ イ


設問２ ｃ オ ｄ カ ｅ ウ


設問３ ｆ エ ｇ オ ｈ ウ


◆解説


プロジェクトの要員計画に関する問題である。


プロジェクトの概要及び要員計画条件


① 開発規模は，第一期及び第二期ともに４８０ｋステップ


② ウォータフォールモデルに基づき，外部設計，内部設計，プログラム開発，結合テスト


及び総合テストの五つの工程に分ける。


③ 各月のＡ社の要員数は，第一期及び第二期の全期間を通して１３名に固定し、全期間を


通して全員に作業を常に割り当てる。


④ 各月の必要要員のうち，Ａ社の要員で不足する場合にＢ社の要員を割り当て、プログラ


ム開発工程はＢ社の要員を割り当てる。


⑤ 第一期は平成２４年１月から開始し、第二期はプログラム開発の開始月から並行して開


始する。


各工程の生産性と配分月数


各工程の工数と各月の平均要員数算出式
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プログラム開発配分月数３の時の開発工程と月別要員数(案１)


月 ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９


工程 第一期 プログラム 結合 総合


第二期 外部設計 内部設計 プログラム 結合 総合


Ｂ社の 第一期 54 54 54 17 17 3 3 3


要員数 第二期 3 3 3 14 14 14 54 54 54 17 17 17 3 3


計 57 57 57 31 31 31 57 57 54 17 17 17 3 3


表中表示：プログラムはプログラム開発、結合は結合テスト、総合は総合テストを意味する。


１月から６月の外部設計、内部設計はＢ社の要員数は表２と同じになる。


平成２５年３月はＡ社の要員が担当する作業がない。


プログラム開発配分月数４の時の開発工程と月別要員数(案２)


月 ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９


工程 第一期 プログラム 結合 総合


第二期 外部設計 内部設計 プログラム 結合 総合


Ｂ社の 第一期 40 40 40 40 17 17 3 3 3


要員数 第二期 3 3 3 14 14 14 40 40 40 40 17 17 3 3 3


計 43 43 43 54 31 31 43 43 43 40 17 17 3 3 3


表中表示：プログラムはプログラム開発、結合は結合テスト、総合は総合テストを意味する。


１月から６月の外部設計、内部設計はＢ社の要員数は表２と同じになる。


平成２５年４月はＡ社の要員が担当する作業がない。


プログラム開発配分月数第１期４、第２期３の時の開発工程と月別要員数(案３)


月 ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９


工程 第一期 プログラム 結合 総合


第二期 外部設計 内部設計 プログラム 結合 総合


Ｂ社の 第一期 40 40 40 40 17 17 3 3 3


要員数 第二期 3 3 3 14 14 14 54 54 54 17 17 3 3 3


計 43 43 43 54 31 31 57 57 57 17 17 3 3 3


表中表示：プログラムはプログラム開発、結合は結合テスト、総合は総合テストを意味する。


１月から６月の外部設計、内部設計はＢ社の要員数は表２と同じになる。


Ａ社の要員は毎月１３名必要となる。
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Ａ社、Ｂ社の月別要員数


Ａ社の要員は毎月１３名必要となる。


各月の総要員数(表３)


月 1 ～ 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 ～ 9


ＡＢ数 16／月 27 27 27 45 45 45 45 45 57 70 56 56 56 30 30 16／月


Ｂ社数 3／月 14 14 14 32 32 32 32 32 44 57 43 43 43 17 17 3／月


表中表示：ＡＢ数はＡ社とＢ社の合計、Ｂ社数のＢ社の要員数、16／月は各月16名、3／月は各


月３名を表す。


設問１


ａは、結合テストの工数を問う問題である。開発規模４８０ｋステップ、生産性８ｋステ


ップ／人月であるから、４８０／８＝６０(人月)。求める答えはイとなる。


ｂは、外部設計工程でのＡ社の要員の不足分を補充するＢ社の要員数を問う問題である。


外部設計工程の工数は４８であり、配分月数は３であるから、各月の必要要員数は４８／３


＝１６となり、不足数は１６－１３＝３となる。各月のＢ社の要員数は３名となる。求める


答えはイとなる。


設問２


ｃ、ｄは、プロジェクト説明の(３)の前提条件②のＡ社の要員は全期間を通して全員に常


に作業を割り当てる項目に、案１では平成２５年の３月、案２では平成２５年の４月は満た


していない。ｃの求める答えはオ、ｄの求める答えはカとなる。


ｅは、プロジェクト説明の(３)の前提条件②の条件を満たす場合のプログラム開発工程の


配分月数の問題で、案３のように第一期４、第二期３にするか、または表２のように第一期


５、第二期４にすればよい。ｅの求める答えはウとなる。


３ ３ ３ 32 32 32 32 32 44 17 ３３ ３ ３


40 40 40 40 17 ３17 ３ ３
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設問３


ｆ、ｇは、Ａ社、Ｂ社の総要員数がピークになる月とそのときの要員数を問う問題である。


表３に示すように、平成２５年１月であり、総要員は７０名となる。ｆの求める答えはエ、


ｇの求める答えはオとなる。


ｈは、Ｂ社の要員を平成２４年１２月、平成２５年１月、平成２５年２月の３ヶ月で要員


数を同じにする方法を問う問題である。この期間のＢ社の延べ要員数は１４４名であり、月


平均では４８名となる。結合テストの要員４名を１２月に移動し、１月のプログラム開発の


要員５名を２月に移動させれば平均化する。従って、第一期の作業を前倒しに、第二期の作


業を後ろ倒しにすればよいことになる。ｈの求める答えはウとなる。
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問060014解説
◆解答


設問１ ａ オ ｂ カ ｃ キ ｄ イ ｅ エ


設問２ イ


設問３ エ


◆解説


データ管理に関する問題である。


棚卸本数などデータ管理の概要


① 棚卸本数算出式の求め方


今回の棚卸本数＝前回の棚卸本数＋追加した本数－廃棄した本数


＋搬入した本数－搬出した本数


② 追加した本数：新規に購入した本数


③ 廃棄した本数：不要となって記録内容を消去して廃棄した本数。


④ 不要になったテープは，使用済みテープ保管箱に保管し，不定期にまとめて記録内容を消


去する。消去が完了した時点で，廃棄した本数として計上する。


⑤ 搬入した本数：社外の保管場所から受け入れた本数


⑥ 搬出した本数：社外の保管場所へ受け渡した本数。


⑦ Ⅹ社内の部門からの貸出し要求に基づく貸出しは，⑥に該当しない。


⑧ データ管理はシステム部の運用課が行い、棚卸作業も実施する。


⑨ 棚卸作業では，テープの固有番号を基に，テープライブラリ内で実際にテープの有無を確


認する。


⑩ 現在コンピュータ室で使用中又は社内部門に貸出中のものは，それぞれの現場に出向いて


有無を確認する。


⑪ 今回の棚卸作業に関係する前回棚卸結果報告書、棚卸テープの移動状況のデータを図１、







- 2 -


２に示す。


⑫ 今回の棚卸結果報告書を図３に示す。


今回の棚卸結果報告と問題点


① 調査部に貸し出した機密情報を記録したテープ１本の所在不明が発生、それ以外のテー


プは確認できた。


② その後、所在不明のテープは、ヘルプデスクが調査部の依頼で調査部部門サファイルー


バに複写後、システム部のヘルプデスクのキャビネットで保管中を見つける。


③ 該当のテープは経理部と調査部が複写を許可されている。


④ 貸出後のテープ取り扱い規定を設ける。


⑤ 返却規定日を設けて適切な管理を実施する。


⑥ 機密情報保護などの根本的な問題を含めた対策を検討する。
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設問１


ａは、廃棄した本数を問う問題で、不要になったテープは，使用済みテープ保管箱に保管


し，不定期にまとめて記録内容を消去し、消去が完了した時点で，廃棄本数として計上する。


前回棚卸時に使用済みテープ保管箱に８本あり、その後、不要となったテープ５本を使用済


みテープ保管箱に移動させ、記録内容を消去して廃棄した。従って、廃棄本数は１３ほんと


なる。求める答えはオとなる。


ｂは、未使用テープ保管箱の本数を問う問題であり、前回の棚卸時は１２本、新規購入２


０本、期末処理のため１８本使用、残り保管箱内の本数は１４本となる。求める答えはカと


なる。


ｃは、前回の棚卸後１３本廃棄処理し、その後、２０本使用済みテープ保管箱に保管、従


って、保管本数は２０本で、求める答えはキとなる。


ｄは、社内部門への貸出中の本数を問う問題で、前回の棚卸時は４本で、その後、調査部


にテープ１本貸し出し、所在不明になる。その後、監査室から２本返却があり、今回棚卸時


に貸出中の本数は２本となる。求める答えはイとなる。


ｅは、今回の棚卸本数を問う問題で、次の結果になる。


今回の棚卸本数＝前回の棚卸本数＋追加した本数－廃棄した本数


＋搬入した本数－搬出した本数


＝１０６０＋２０－１３＋０－２１＝１０４６


求める答えはエとなる。


13


1060


1046


14
20
2
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設問２


返却予定日を定めて適切な管理を実施する内容に対する具体策は、次のようになる。


アの返却予定日を棚卸日よりも後にすると、次回の棚卸日までチェックができないケース


が発生し、超過が発生しても発見が遅れ、管理不十分になる。


イの運用課が返却予定日を管理し、超過した場合は申請者に再申請などの必要な処置をと


らせる対策は適切な管理と言える。求める答えはイとなる。


ウやエの申請者に返却予定日の設定を含めて管理を委ねる方式は適切な管理とは言えず、


超過が発生しやすくなる。


設問３


下線②の根本的な問題は、調査部に貸し出されたテープは機密情報管理のデータを含むも


のであり、社外への情報漏洩、社内でも関係者以外機密情報に相当する場合があり、取り扱


いが不十分であった。従って、この種の情報の複写、取り扱い、保管のための規定が必要と


なり、ヘルプデスク担当者が機密情報を複写し、テープを保管していたことを根本的な問題


としている。求める答えはエとなる。
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問060015解説
◆解答


設問１ ａ ア ｂ エ ｃ ウ ｄ ウ ｅ イ


設問２ ｆ イ ｇ ウ


◆解説


プロジェクトにおけるコミュニケーションの計画に関する問題である。


目的とする事項


計画段階におけるＢ社の情報システム部とベンダーのＬ社の認識のずれを防止するために、


社内の各業務の主管部門の要求事項を、システム化対象の機能要件として、プロジェクト計


画書に盛り込むことにした。


プロジェクトの体制


各チームの構成


① Ｘチームは，社内システムの処理Ｘを担当する情報システム部員で構成


② Ｙチームは，社内システムの処理Ｙを担当する情報システム部員で構成


③ Ｚチームは，社内システムの処理Ｚを担当するベンダＬ社の社員で構成


④ 各チームのメンバは，チームリーダと担当者から構成


⑤ 各チームのメンバの人数を，表１に示す
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コミュニケーション計画


関係者の数の数え方
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プロジェクト会議議事録を配布するルール


① 議事録はＰＭが電子メールで配布


② 配布頻度 月１４回


全体進捗会議 月２回、チーム進捗会議 月４×３＝１２回 計１４回


③ 議事録の配布は次の２案を検討


ⓐ 各チームのＴＬを窓口にして、ＴＬから担当者に配布


ⓑ ＰＭから全チームの担当者に配布


④ ⓐ案の場合の議事録配布に関係する関係者の数


ＰＭとＴＬの関係者の数３、ＴＬと担当者の関係者の数はＸチーム２、Ｙチーム３、Ｚ


チーム４となり、プロジェクト全体の関係者の数 ３＋２＋３＋４＝１２となる。


⑤ ⓑ案の場合の議事録配布に関係する関係者の数


ＰＭが直接渡す対象者は、ＴＬが３名、Ｘチームの担当者２、Ｙチームの担当者３、Ｚ


チームの担当者４となり、合計３＋２＋３＋４＝１２となる。


⑥ 配布方式は、ＴＬが担当者を束ねるⓐの方式に決定


ＴＬと担当者間のコミュニケーションが密となる方式を選定


⑦ 配布の確認は、担当者→ＴＬ→ＰＭの順に電子メールで報告


ＧＷの設定ルール


進捗に遅延が発生した原因


① プロジェクト計画書の配布先が不十分


導入後の配布先をＴＬ、担当者となり、全チームのメンバに変更


② システム化対象の機能要件の確認が不十分


③ 機能要件の変更の伝達が不十分


● ○ ○ ○


● ○ ○ ○ ○ ○ ○


● ○ ○ ○ ○ ○ ○


○ ○ ○
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④ プロジェクト会議議事論の配布先はＴＬ、担当者で、全チームのメンバ


設問１


ａは、プロジェクト会議の議事録の作成、配布者を問う問題で、プロジェクト会議の主幹


者であるＰＭが配布責任者となる。求める答えはアとなる。


ｂは、記事録の配布頻度を問う問題で、プロジェクト会議は、全体進捗会議が月２回、チ


ーム進捗会議は３チームそれぞれ月４回で、４×３＝１２回で、会議毎に議事録が作成、配


布されるため合計１４回となる。求める答えはエとなる。


ｃは、議事録配布に関係する関係の数を問う問題で、ＰＭとＴＬの関係者の数３、ＴＬと


担当者の関係者の数はＸチーム２、Ｙチーム３、Ｚチーム４となり、プロジェクト全体の関


係者の数３＋２＋３＋４＝１２となる。求める答えはウとなる。


ｄは、議事録配布方法の２案の比較で、問題文提示の方法①と方法②と共に、関係の数は


変わらないが、ＴＬが各チームの担当者を束ねることが可能となり、コミュニケーションが


密となる。求める答えはウとなる。


ｅは、議事録配布の確認に関する問題で、議事録の配布は電子メールで、ＰＭ→ＴＬ→担


当者の順に配布するため、確認メールも逆の順序で担当者→ＴＬ→ＰＭの順が適切となる。


求める答えはイとなる。


設問２


ｆは、ＧＷ導入後のプロジェクト計画書の配布先を問う問題で、従来は、各チームのＴＬ


に配布していたが、ＧＷ導入後は、各チームのＴＬ、担当者、すなわち、全チームのメンバ


に配布することになる。これによって、システム化対象の機能要件の確認が不十分や機能要


件の変更の伝達が不十分を改善することが可能になる。求める答えはイとなる。


ｇは、プロジェクト会議議事録の設定ルールであり、図２のコミュニケーション計画の内


容と表２のＧＷの設定ルールの検討結果に示す内容から、求める答えはウとなる。


アの場合、作成、配布の管理者が不明である。


イの場合、各チームのＴＬが作成、配布管理者になっている。


エの場合、ＰＭ、各チームのＴＬ、各チームの担当者全てが作成、配布管理者になってい


る。
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問060001問題
システム開発の計画立案に関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。


Ⅹ社では，業務システムを新規に構築することになった。この業務システムには，新たなハー


ドウェアの導入とソフトウェアの開発が必要である。ソフトウェアの開発では，業務プログラム


内で共通に利用するプログラム(以下，共通部品という)を業務プログラム本体と分離して，別チ


ームで開発することにした。今回の開発に関する作業の一覧と必要な日数を表に示す。


この作業の日程計画を立てるために，図のアローダイアグラムを作成した。図中の破線は，ダ


ミー作業である。
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作業日程はアローダイアグラムに従うものとして，作業の依存関係に関する記述とし設問１


て正しい答えを，解答群の中から二つ選べ。


解答群


ア 業務プログラムの詳細設計(Ｇ３)は，共通部品のコーディング・単体テスト(Ｃ２)が終了


しないと開始できない。


イ 業務プログラムのコーディング・単体テスト(Ｇ４)は，共通部品のコーディング・単体テ


スト(Ｃ２)が終了しないと開始できない。


ウ 業務プログラムの詳細設計(Ｇ３)は，業務プログラムの機能設計(Ｇ２)が終了すると開始


できる。


エ 共通部品は実機がなくてもコーディング・単体テスト(Ｃ２)を開始できるが，業務プログ


ラムは実機がなくてはコーディング・単体テスト(Ｇ４)を開始できない。


オ ハードウェアの調達(Ｈ１)は，システム方式設計(Ｓ１)の完了後に行う。


次の記述中の に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。設問２


この業務システムの開発におけるクリティカルパスは ａ ，最短所要日数は ｂ


日である。また，全体の開発期間は， ｃ を短縮することで短縮できる。


ａに関する解答群


ア ①→②→③→⑤→⑥→⑦→⑧→⑨→⑩


イ ①→②→③→⑤→⑦→⑧→⑨→⑩


ウ ①→②→③→⑥→⑦→⑧→⑨→⑩


エ ①→②→④→⑨→⑩


ｂに関する解答群


ア ３１ イ ３２ ウ ３３


エ ３４ オ ３５ カ ３６


ｃに関する解答群


ア 共通部品の設計(Ｃ１)


イ 共通部品のコーディング・単体テスト(Ｃ２)


ウ 業務プログラムの機能設計(Ｇ２)


エ ハードウェアの調達(Ｈ１)
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問060002問題
ソフトウェア製品の品質特性に関する次の記述を読んで、設問に答えよ。


ＪＩＳＸ０１２９－１では、ソフトウェア製品の品質について、表１に示す六つの品質特性を


定めている。


これらの品質特性のうち、コーディングの段階では、信頼性、効率性、保守性、移植性を考慮


することが大切である。


あるソフトウェア開発会社では、開発するソフトウェア製品の品質向上を図るため、品質特性


を考慮したプログラム開発の社内標準を制定し、作成したプログラムのコードレビュー体制を確


立した。


表２は、最近のコードレビューで新人のプログラム開発担当者が受けた指摘の例である。


表２中の に入れる正しい答えを、解答群の中から選べ。設問


ａ、ｅに関する解答群


ア 移植性(環境適応性)


イ 効率性(資源効率性)


ウ 信頼性(成熟性)


エ 保守性(解析性)


オ 保守性(変更性)
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ｃに関する解答群


ア 更新した時点で障害と分かるが、ログを記録する機能のあるＯＳは少ない


イ 更新した時点で障害と分かるが、ログを記録する機能のあるハードウェアは少ない


ウ 更新内容を後で参照したときに障害となることが多く、原因箇所の特定が困難である


エ 取得可能な主記憶域が残っている間は、障害を検知できない


ｄに関する解答群


ア 指定できる変数や関数の個数


イ 変数や関数の型宣言で省略した場合のビット数


ウ リンカで扱える関数のビット数


エ ローダで扱える関数の個数
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問060003問題
スケジュール管理に関する次の記述を読んで、設問１～３に答えよ。


Ａ社は、２年前に基幹業務システムをＢ社に委託して再構築し、業務効率の向上に成功した。


経営改革を更に進めるため、蓄積された経営データを活用した経営管理システムを開発すること


になり、情報システム部内で第Ⅰ期プロジェクトを立ち上げた。


〔第Ⅰ期プロジェクトの概要〕


経営管理システムは、経営データ分析サブシステムＭ１と経営幹部向けナビゲーションサブシ


ステムＭ２とで構成される。Ｍ１はデータ集計用プログラムと分析プログラムとから成る。Ｍ２


は、Ｍ１による分析結果を経営幹部向けに編集し、イントラネットを通してブラウザで閲覧でき


るようにする。これらのサブシステムの要件定義は、Ａ社の情報システム部が行い、設計からテ


ストまでの開発作業は、経営管理システムの開発経験も豊富であるＢ社に委託した。Ｂ社は、Ａ


社からシステムの概略機能について説明を受けた後に概算見積りを行い、開発期間を３か月とし


て請負契約を結んだ。


なお、開発はすべてＢ社内で行うことにした。


〔システム開発の遂行状況〕


情報システム部による要件定義は予定どおりの日程で完了し、要件定義書がＢ社に渡された。


Ｂ社は、自社内での開発作業を開始し、開発期間中は両社合同のプロジェクト進捗会議を毎週１


回行った。


開発開始から２か月が経過した時点の進捗会議で、Ｂ社から“Ｍ１の開発作業に遅れが出てい


るが、開発メンバを増やして納期に問に合わせる”という報告があった。しかし、２週間後にＢ


社から“開発作業の遅れを取り戻せないので、納期をとりあえず２週間延ばしてほしい”との申


出があり、Ａ社は仕方なく了承した。その後もスケジュールの遅れは続き、当初の予定から１か


月遅れて開発が完了した。Ｂ社からは “Ｍ１が予想以上に複雑であり、更にＭ２の操作性を自、


社判断で一層高めたことによって、開発規模が当初見積りの１.５倍になってしまったことが遅


延理由である”との報告があった。


Ａ社側での受入検査の結果は、品質を含めて良好で、特に、Ｍ２は要件定義時の仕様よりも使


い勝手がとても良く、経営幹部の評価も高かった。
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Ｂ社は、今回のシステム開発での遅延理由を二つ挙げている。契約時の見積値とは違設問１


ってしまった原因の説明として、表１中の に入れる最も適切な答えを、解答群


の中から選べ。


解答群


ア 開発担当者の技術力が計画時の予測よりも低かったので、実際の開発期間が契約時の見積


値を超えてしまった。


イ 設計作業の途中に、Ａ社との調整を行わないで勝手に機能を広げてしまったので、開発規


模が増大し、実際の開発期間が契約時の見積値を超えてしまった。


ウ 要件定義書を受け取った時点で契約時の概算見積りを見直さなかったので、契約時の概算


見積りによる計画のまま開発が進められて、実際の開発期間が契約時の見積値を超えてしま


った。


エ 要件定義をすべてＡ社側で行った上に、開発作業をすべてＢ社内で行ったので、Ａ社の業


務の理解に計画よりも多くの時間を要した。また、仕様の解釈に誤解が生じて設計作業の手


戻りも発生し、実際の開発期間が契約時の見積値を超えてしまった。


両社合同によるプロジェクト進捗会議を毎週実施したにもかかわらず、今回のような設問２


開発の遅れが生じたことを互いに反省し、進捗会議でのリスク管理について対策会議を行


った。この結果、次のような改善策の実施を決めた。 に入れる最も適切な答え


を、解答群の中から選べ。


これまでの進捗会議では、主にサブシステム単位での作業状況を、Ｂ社から報告していた。


開発上で何らかの問題が発生した場合又はそのおそれがある場合には、問題点の内容、プロジ


ェクトへの影響度及び対策案について両社で相談してきた。


今後は、より定量的なデータによって開発状況の実態を把握し、プロジェクトに悪影響を与


えることがないよう未然に防止する。もし発生した場合でも、その影響を最小限に抑えられる


ようにする。


定量的なデータとしては、各開発工程での作業成果物の生産データ(プログラム規模など)、


品質データ(レビュー結果、テスト結果など)及び進捗データ(プログラムの完成度、プロジェ


クト進捗度、計画と実績の差異分析)を使用する。これらのデータを分析することによって、


例えば、今回の開発での ｃ といった現象を回避する。


また、開発途中での仕様、スケジュール、開発体制に関する変更管理(変更提案、変更に対
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する審議・承認など)を進捗会議の場で行う。これによって、例えば、今回の開発での ｄ


といった現象を回避する。


解答群


ア 開発メンバを増強する


イ 概算見積りを行った時点よりも要求機能が複雑であったＭ１の納期遅延


ウ 操作性を一層高めたことによるＭ２の納期遅延


エ 納期を２週間延ばした後の更なる遅れの発生


〔第Ⅱ期プロジェクトの概要〕


経営管理システムの完成から１年後、Ａ社の経営幹部から新たな経営データ分析機能の要求が


あり、情報システム部に第Ⅱ期プロジェクトを立ち上げた。このプロジェクトでは、経営データ


分析サブシステムＭ３の新規開発とナビゲーションサブシステムＭ２の改造を行う。システム開


、 。 、 、発はＢ社が再び請け負い 開発作業は前回の開発担当者２名で行う Ｂ社では 前回の反省から


開発でのスケジュール見積精度の向上を図るために、３点見積法を使用したスケジュールリスク


分析を行うことにした。


３点見積法とは、仕事の作業期間(ここでは日数)を、最頻値、悲観値(悲観的に最も長い期間


を見積もる)、及び楽観値(楽観的に最も短い期間を見積もる)の３種の値を用いて推定する方法


である。３点見積法による作業期間の平均、分散、標準偏差、開発全体の標準偏差の計算式は、


次のように定義されている。


Ｂ社が行った３点見積法によるスケジュールリスク分析を表２に示す。


なお、プロジェクトの作業日数の確率分布は、正規分布(平均μ，分散σ )に近似できると仮２


定する。作業日数がμ±１σの範囲に収まる確率は０.６８であり、μ±２σの範囲に収まる確


率は０.９５である。
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３点見積法によるスケジュール見積りに関する次の記述中の に入れる正し設問３


い答えを、解答群の中から選べ。


Ｍ２及びＭ３の開発作業全体の平均作業日数は， ｅ 日になる。また、確率０.９５


で作業が完了する日数を、スケジュールリスクを考慮して見積もったとき、その最長作業日数


は、平均作業日数に ｆ 日を加えた値である。


ｅに関する解答群


ア ２４ イ ２５ ウ ２７ エ ２９


ｆに関する解答群


ア ２ イ ２.２ ウ ４ エ ４.４
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問060004問題
システムの移行に関する次の記述を読んで，設問に答えよ。


日本全国に工場と支店をもつ会社で，新システムへの移行を計画している。


新システムは，生産管理，在庫管理，受注管理などのサプシステムから構成されている。


この会社では，次の三つの移行方法を検討している。


(１) 一括全面移行


全社的に，全サブシステムと移行対象データのすべてを一挙に移行する。新システムの完


成度，信頼度が最も要求され，運用を開始したら後戻りが非常に困難な，リスクの大きい移


行方法である。移行手順としては，他の方法よりも単純であり，新システムによる利用部門


の業務への効果は，全社的に早く現れる。


(２) 地域順次移行


工場，支店を地域別に分けて，一部の地域を選んで試験的に全サブシステムを移行し，あ


る期間が経過した後，地域単位に順次移行する。地域に固有なデータの移行は，地域単位に


行う。全社的な共有データは，新旧両システムで使用できるようにする。移行時のトラブル


の影響範囲を局所化でき，移行の作業負荷をその地域に限定できる。しかし，システム運用


部門では，全社の移行が完了するまで新旧の両システムを運用するので，作業負荷は大きく


なる。


(３) サプシステム順次移行


全社的に，サブシステムとその対象データ単位で順次移行する。トラブルを該当サブシス


テム内に抑えることができ，システム運用部門での作業負荷も平準化できる。しかし，利用


部門の業務への効果は段階的に現れることになり，移行当初の効果は少ない。移行期間中に


は，新旧のサブシステム間のインタフェースが必要である。
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移行方法の検討結果をもとに，移行全期間における全社的観点からの比較表を設問


作成した。表中の に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。
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問060005問題
インシデント及び問題の管理に関する次の記述を読んで，設問に答えよ。


流通業のＦ社では，システム部が受注システムを運用している。このシステムは，Ｆ社とその


関連会社が利用している。


ある日，朝から受注システムが使えないという状況が発生した。これを知った関連会社の社員


， ，がＦ社の担当窓口に問い合わせたところ 受注システムでアプリケーション障害が発生しており


それが関連会社に通報されていないことが分かった。


サービスの回復後にシステム部で通報ミスの原因を調べたところ，障害時の連絡先一覧表が古


く，連絡先には関連会社が含まれていないことが分かった。システム部では，インシデント管理


及び問題管理のプロセスが有効に機能しなかったことを反省し，リスク管理部の監査担当者の協


力を得て，プロセス全体の見直しを実施した。


監査担当者は，見直しで発見された管理上の問題点とそれらに対する改善勧告を表１のように


まとめて，システム部長に報告した。


なお，Ｆ社ではインシデントの発生から問題の分析・解決までを，障害管理データベース(以


下，ＤＢという)で管理している。ＤＢの項目は，次のとおりである。


① 障害管理番号(連番) ② 障害の発生日時


③ システム名 ④ コンポーネント名


⑤ 障害の状況(文章で記述) ⑥ 解決の方法(文章で記述)


⑦ 解決担当者名 ⑧ 解決日時


管理上の問題点は多数あったが，システム部では，重要と判断した項番１～３について早急に


改善することにした。
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次の記述中の に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。設問


（１）通報とフォローのプロセスについては，表２の内容で改善することにした。


ＤＢに二つの項目を追加する。まず，障害時に最初に判断すべき項目として，項目


ａ を設け，そのレベルを事前に定義しておく。障害発生時は，そのレベルに応じた通


報を行う。また，項目 ｂ を設け，これまで重大障害時にホワイトボードなどに記


録していた対応状況や回復状況の内容をＤＢに記録し，システム部員が状況を共有できる


ようにする。


（２）解決日時が空欄の問題があることについては，表３の内容で改善することにした。


解決日時が空欄の問題を調査したところ，実際に未解決のものと解決日時の登録漏れと


が混在していた。そこで，ＤＢとに項目 ｃ を設け，これを基準に問題の解決状況


を問題管理委員会で毎週フォローする。問題管理委員会は実務担当者で構成し，決定事項


をシステム部長に後日報告する。


なお・未解決の問題のうち、長期間残ってしまう ｄ などは，月１回問題管理委


員会で終了扱いとするかどうかを決定する。


また，解決日時の登録漏れの原因として，次のことが分かった。すなわち，解決方針が


決まった問題は，問題管理を離れて，その解決のための作業を ｅ のプロセスとし


て実施している。そのため，ＤＢ中の解決日時の更新を，つい忘れてしまう。そこで，問


題の解決作業の場合は，該当する障害管理番号を ｅ に引き継いで双方の管理が連


動するよう，手続を変更する。


（３）ＤＢの項目と使いやすさについては，表４の内容で改善することにした。


不足項目について，今回は項番１，２の対応に必要な項目の追加にとどめる。


次に，現在のＤＢの内容の表示順序は，障害管理番号の降順で，重要な問題を見分けに


くい。そこで，今回追加する項目を含めて表示の順序を見直し，システム管理者向けに，
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未解決の問題を重要なものから順に表示するため， ｆ が空欄の問題を ａ


の降順に並べて表示する機能を追加する。


ａ～ｃ，ｆに関する解答群


ア 解決日時 イ 解決方法の詳細(記述形式)


ウ 解決予定日時 エ 障害対応の経緯(追記形式)


オ 障害の影響度 カ 障害の発生日時


ｄに関する解答群


ア 原因が特定できず，その後再発しない問題


イ システム部にスキルのある担当者がいないので，解決できない問題


ウ 放置しておいても，業務に大きな支障がない問題


エ 予算不足で，システム変更作業ができない問題


ｅに関する解答群


ア キヤパシティ管理 イ 構成管理


ウ サービスレベル管理 エ 変更管理
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問060006問題
プロジェクトにおける品質管理に関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。


システムインテグレータⅩ社は，Ｙ社のシステム開発を３年前から担当している。初年度の新


規開発が終了後，半年ごとにシステムの機能拡張を継続的に行っている。今年度は比較的大規模


なシステム開発（以下，プロジェクトＰという）をすることになり，表１のとおりに開発体制を


変更（新規メンバを，グループＧｌに１名，Ｇ２に２名追加）した。プロジェクトＰでは，開発


体制の変更に伴うシステムの品質低下を防止するために，従来以上にプロジェクトにおける品質


管理を徹底することにした。


過去のプロジェクトで蓄積された品質データ（バグ件数，バグ摘出率など）は，次のプロジェ


クトの品質管理に役立てることができる。蓄積された品質データを基に，新規プロジェクトの目


標値を設定し，各開発工程での実績値との差異を分析する。差異が生じた場合には，その原因を


見いだして，品質向上のための施策の実行，目標値の見直しなど，適切に対処することを繰り返


す。これによって，開発工程が進むにつれて品質管理の精度が向上し，システムの品質が確保さ


れる。


（１）プロジェクトＰの開発工程は，設計工程，製造工程，単体テスト工程及び結合テスト工程


の四つの工程から成る。


（２）設計工程の開始時点では，Ｙ社のシステム開発における過去のプロジェクトでの品質デー


タの実績値を基に，バグ総件数を予測し，工程ごとのバグ摘出率の目標値を設定する。設計


工程の終了時には，バグ摘出件数の予測値と実績値の比較・分析を行い，バグ総件数の予測


値を見直して，以降の工程での残存バグ件数を予測する。製造工程，単体テスト工程及び結


合テスト工程の終了時に，この予測を繰り返す。


（３）設計工程又は製造工程で生じた誤り（バグ）をテスト工程で発見して修正する場合には多


くの工数を要するので，開発の生産性及びシステムの品質向上には，バグの早期発見が重要


である。


， ， ，Ⅹ社では 設計工程及び製造工程でのバグ摘出率の向上を目指し 品質管理の全社目標を
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“設計工程及び製造工程でのバグ摘出率６５％以上”に設定している。各グループのこれま


での品質データに今回の開発体制の変更の影響を加味した結果と全社目標を基に，プロジェ


クトＰの設計工程開始時点での工程ごとの目標バグ摘出率を表２のように設定した。


（４）各サブシステムとも，設計工程は計画どおりの期間で終了した。設計工程でのバグ摘出件


数の実績値及び算出したバグ摘出率は，表３のとおりであった。


設計工程でのバグ摘出率（％）は，次の式で算出する。


（５）製造工程でのバグ摘出件数の実績値は，表４のとおりであった。バグ摘出件数の予測値と


実績値を比較・分析した結果，製造工程の終了時に各サブシステムでの残存バグ件数を表４


のとおりに予測した。


（６）テスト工程（単体テスト工程及び結合テスト工程）でのバグ摘出件数の実績値は，表５の


とおりであった。
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次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。設問１


プロジェクトマネージャのＭ課長は，表３の結果を見て，グループＧ１とＧ２の設計品質に


対して表６に示す疑問をもち，グループリーダに各サブシステムの設計品質についての見解を


説明させた。グループリーダからの回答内容は，表７のとおりであった。Ｍ課長は，この説明


に納得して，各グループに製造工程への着手を指示した。


解答群


ア 過去のシステムの機能拡張で改造した機能と類似しているモジュールが予想以上に多かっ


たこと


イ 新規メンバが要求仕様を完全に理解していなかったためにバグが発生したこと


ウ 新規メンバの１人が，類似システムの開発に関して，既存メンバを上回る経験を有してい


たこと


エ 設計の難度が高いモジュールが予測以上に多かったこと


オ 他システムの保守対応など緊急の割込み業務が多発して工数不足だったこと
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テスト工程での品質に関する次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の設問２


中から選べ。


なお，解答群の数値は小数点以下を四捨五入した値である。


表４及び表５の結果を見たＭ課長は，Ｓ２に関して，製造工程終了時の残存バグ件数の予測


値が１７０件であるのに対し，テスト工程でのバグ摘出件数は１６０件であり，１０件の摘出


不足があることから，まだバグが残っており，テスト不足ではないのかとの疑問をもった。


そこで，Ｓ２に対して追加テストが必要かどうかを見極めるために，テスト工程でのバグ成


長曲線を確認することにした。テスト工程における検査項目の完了数とバグ摘出件数との関係


を表すグラフが ｅ であることから，Ｓ２のテスト工程での品質は十分に安定している


。 ， ， 。と評価した また Ｓ２の設計工程においても 表７の回答内容から品質の良さが想定される


さらに，最終的な製造工程のバグ摘出率は ｆ ％であり，製造工程での品質確保も十分


であると考えられる。最終的な製造工程のバグ摘出率（％）は，次の式で算出する。


これらのことから，Ｓ２のバグ総件数の実績値は当初の予測値よりも少ない値であるが，バ


グは残っていないと判断してテストを完了した。


その後，Ｙ社へシステムをリリースして３か月が経過したが，Ｙ社からの不具合の報告はな


かった。この結果から，最終的に設計工程及び製造工程でのバグ摘出率の合算値が最も高かっ


たのは，グループ ｇ であり，バグ摘出率の合算値は ｈ ％である。
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ｆに関する解答群


ア ３０ イ ３２ ウ ３４ エ ３６ オ ３８


ｇに関する解答群


ア Ｇｌ イ Ｇ２ ウ Ｇ３


ｈに関する解答群


ア ６６ イ ６８ ウ ７０ エ ７２ オ ７４
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問060007問題
ＥＶＭによるプロジェクトの進捗管理に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ。


ソフトウェア開発会社のＤ社では，Ｗｅｂアプリケーション開発プロジェクト（以下，プロジ


ェクトＰという）の進捗管理にＥＶＭ(Earned Value Management)を活用することにした。


〔ＥＶＭについての説明〕


（１）ＥＶＭでは，出来高計画値ＰＶ(Planned Value)，コスト実績値ＡＣ(Actual Cost)及び出


来高実績値ＥＶ(EarnedValue)といった三つの指標を用いて，プロジェクトのコスト及びスケ


ジュールを管理する。


（ ） ， ，２ ＰＶは 計画時にプロジェクトの各工程での作業に割り当てられたコストの計画値であり


ＡＣは，各工程での作業実行後のコストの実績値である。ＥＶは，各工程の実行過程での進


捗度をコストに換算した実績値であり，その時点での計画作業の完成率にＰＶを乗じた値で


ある。


（３）ＥＶとＡＣ，ＥＶとＰＶそれぞれの差をとることで，プロジェクトのある時点での計画値


と実績値との差異を把握できる。ＥＶとＡＣとの差（ＥＶ－ＡＣ）をコスト差異ＣＶ(Cost V


ariance)といい，ＥＶとＰＶとの差（ＥＶ－ＰＶ）をスケジュール差異ＳＶ(Schedule Varia


nce)という。


（４）プロジェクトのある時点での計画値と実績値との差異を測る別の指標として，コスト効率


指数ＣＰＩ(Cost Performance Index)とスケジュール効率指数ＳＰＩ(Schedule Performance


Index)の二つがあり，次の式で求められる。


ＣＰＩ＝ＥＶ／ＡＣ


ＳＰＩ＝ＥＶ／ＰＶ


（５ “ＣＶが０，すなわちＣＰＩが１の場合は，計画どおりのコストでプロジェクトが進捗して）


いる “ＣＶが正，すなわちＣＰＩが１を超える場合は，計画よりも少ないコストで進捗。”，


している ，そして “ＣＶが負，すなわちＣＰＩが１未満の場合にはコスト超過である ”。” ， 。


と判断できる。


同様に “ＳＶが０，すなわちＳＰＩが１の場合は，プロジェクトが計画どおりのスケジュール，


で進捗している “ＳＶが正，すなわちＳＰＩが１を超える場合は，計画よりもスケジュール。”，


が早まっている ，そして “ＳＶが負，すなわちＳＰＩが１未満の場合は，スケジュール遅延。” ，


である ”と判断できる。。


〔プロジェクトＰの説明〕


（１）プロジェクトＰでは４０個の機能の開発が必要であり，その開発スケジュール及びコスト


計画は，表１のとおりである。


なお，ここではコストを表す単位として工数を使用する。


（２）表１中の機能数とは，各月に作業を予定している機能の個数である。


なお，各機能はそれぞれ独立している。
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（３）表１中の標準工数とは，開発するアプリケーションの１機能当たりに予定される


工数である。計画工数は，標準工数×機能数で算出する。


（４）プロジェクトＰの１～３月の開発実績は，表２のとおりであった。


， 。 ，２月に計画していた外部設計１０機能のうち ５機能は計画どおりに２月に完了した しかし


残り５機能については，２月途中に要件見直しの要請があり，外部設計が計画よりも遅れ，３月


末に完了した。


表３及び表４は，プロジェクトＰの途中段階での各指標（ＰＶ，ＡＣ，ＥＶ）の値を，設問１


工程別に示したものである。表３は２月末時点の値（１月と２月の合計）であり，表４は


３月末時点の値（１～３月の合計）である。表中の に入れる正しい答えを，解答


群の中から選べ。


なお，ＡＣは各月での工程別の工数の実績値を基に算出している。
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ａに関する解答群


ア １,０００ イ １,０５０


ウ １,２００ エ １,４００


ｂに関する解答群


ア １,２００ イ １,４００


ウ １,６００ エ １,８００


次の記述は，プロジェクトＰの３月末時点でのスケジュール差異及びコスト差異の分析設問２


について述べたものである。 に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。


なお，各値は小数第３位を四捨五入するものとする。


スケジュールの進捗に関して，表２の結果から，内部設計はスケジュール遅延を起こしてい


ることが明らかである。残りの外部設計と実装に関して，ＳＶを用いてスケジュール差異の分


析を行うと， ｃ ことが分かる。


次に，工程別のコスト差真を分析する。ＣＶの値は， ｄ が負であり，コスト超過に


なっているが， ｅ が正であり，計画よりもコスト低減されている。プロジェクト全体


では，ＣＰＩが ｆ であり，計画よりもコスト低減になっていることが分かる。


ｃに関する解答群


ア 外部設計と実装はＳＶがともに０で，計画どおりのスケジュールで進捗している


イ 外部設計と実装はＳＶがともに正で，計画よりもスケジュールが早まっている


ウ 外部設計はＳＶが負でスケジュール遅延であるが，実装はＳＶが０で計画どおりのスケジ


ュールで進捗している


エ 外部設計はＳＶが負でスケジュール遅延であるが，実装はＳＶが正で計画よりもスケジュ


ールが早まっている


オ 外部設計はＳＶが０で計画どおりであり，実装はＳＶが正で計画よりもスケジュールが早


まっている
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ｄ，ｅに関する解答群


ア 外部設計 イ 内部設計 ウ 実装


ｆに関する解答群


ア １.０１ イ １.０２ ウ １.０３ エ １.０４


プロジェクトＰの今後の予測に関する次の記述中の に入れる正しい答えを，解設問３


答群の中から選べ。


プロジェクトメンバの努力で開発の遅れは順調に改善し，内部設計は４月半ばに完了し，実


装も４月末までに完了した。その結果，４月のテストも順調に進捗し，スケジュールに関して


は，プロジェクト全体として計画どおりに完了できる見込みである。


次に，コストについて予測する。４月の内部設計及び実装における１機能当たりの工数の実


績値は，それぞれの１月から３月までの実績値と等しく，４月の１か月間での内部設計及び実


。 。 ，装の工数の合計は ｇ であった ４月のテストは計画どおりの工数で進捗した そこで


５月のテストも計画どおりの工数で進捗すると仮定すると プロジェクト全体での総コスト 総， （


工数）の予測値は ｈ となり，コストに関しても当初の計画値以下で完了できる見込み


である。


ｇに関する解答群


ア ７７５ イ ７９５ ウ ８５０ エ ８７０


ｈに関する解答群


ア ５,３２０ イ ５,４８０


ウ ５,５６０ エ ５,６００
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問060008問題
設計工程での進捗管理に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ。


チームⅩは，あるシステム開発プロジェクトにおけるユーザインタフェース設計(以下，ＵＩ設


計という)を担当している。このプロジェクトでは，週単位でプロジェクトの進捗状況を把握し，


計画値と実績値の比較分析によって，スケジュール遅延などに早期対応を行っている。


〔設計工程での進捗管理の説明〕


(１) 就業規則は，次のとおりである。


① １日の勤務時間は８時間である。


② 週のうちで勤務が認められている日は，月曜日から金曜日までの５日間である。土曜日


と日曜日は休日であり，勤務は禁止されている。


(２) 設計工程の開始前に，各メンバのＵＩ設計に要する工数を見積もり，設計工程の各週に分


配する。分配した工数を計画工数といい，単位は時間である。


(３) 週単位で進捗状況を把握するための指標の一つとして，計画進捗率を用いる。計画進捗率


は，次の計算式で求め，小数第２位を四捨五入する。


"計画工数の累積"とは，計画工数を設計の開始時点からその週まで累積した値である。


〔チームの状況〕


(１) チームⅩのメンバはＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４名であり，メンバ別の設計分担，計画工数及び計


画進捗率は表１のとおりである。
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(２) 設計工程の期間は３週間であり，現在，第２週が終了したところである。


(３) 設計工程での第１週及び第２週における，各メンバが実際に作業した時間数(以下，実績工


数という)は，表２のとおりである。第１週では，他業務の都合で実績工数が計画工数と異な


るメンバがいたが，第２週は全メンバが計画工数どおりの工数をＵＩ設計に充てた。


① "計画工数の総合計"は，表１の右端の欄の値に等しい。


② "実績工数の累積"は，各週末時点で，各週の実績工数をその週まで累積した値である。


③ 残り工数は，各週末時点で，各メンバの今後の作業に要する工数を見積もりし直したもの


である。


次の計算式による指標を実績進捗率といい，各週末時点で算出する。ここで，実績進捗設問１


率は，小数第２位を四捨五入した値である。計画進捗率と実績進捗率との対比によるチー


ムⅩの進捗判定に関する次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中から


選べ。


実績進捗率と計画進捗率が等しい場合は，計画どおりの進捗であり，実績進捗率が上回って


いる場合は，計画よりも進んでいる状況である。いずれの場合も，設計工程の進捗に問題がな


いと判定する。一方，実績進捗率が計画進捗率を下回っている場合は，スケジュール遅延など


の問題が懸念される。


第１週の週末時点では，ＵＩ設計作業に着手しているメンバの中で，実績進捗率が計画進捗


率を下回っているメンバは ａ 。第２週の週末時点では， ｂ の２名であり，メ


ンバ個別に判定した場合には，やや進捗遅れの懸念がある。次に，表２の最下行にある合計値
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によるチームⅩ全体の実績進捗率を用いて， ｃ と判定した。


ａに関する解答群


ア Ｂである イ Ｃである


ウ Ｄである エ いない


ｂに関する解答群


ア ＡとＢ イ ＡとＣ ウ ＡとＤ


エ ＢとＣ オ ＢとＤ カ ＣとＤ


ｃに関する解答群


ア 週ごとに実績進捗率が計画進捗率を下回る傾向にあり，このままではスケジュール遅延が


生じる


イ 実績進捗率が，第１週の週末時点では計画進捗率と同じであり，第２週の週末時点では計


画進捗率を上回っており，チームⅩ全体では進捗に問題はない


ウ 実績進捗率が，第１週の週末時点では計画進捗率と同じであるが，第２週の週末時点では


計画進捗率を下回っており，このままではスケジュール遅延が懸念される


エ 実績進捗率が，第１週の週末時点は計画進捗率を下回っているが，第２週の週末時点では


計画進捗率を上回っており，チームⅩ全体では進捗が回復しているので問題はない


次の計算式による指標を計画実績工数比といい，各週末時点で算出する。ここで，計画設問２


実績工数比は，小数第３位を四捨五入した値である。計画実績工数比を用いた今後のスケ


ジュール分析に関する次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中から選


べ。


計画実績工数比は，プロジェクトメンバの増減がないとすると，今後のスケジュールの予測


に利用できる。計画実績工数比が１.００の場合は，今後も計画どおりのスケジュールで進捗可


能と判定できる。１.００よりも小さい場合は，スケジュール遅延の懸念はないと判定できる。


１.００よりも大きい場合は，今後のスケジュールに遅延が生じる可能性があると判定できる。


チームⅩ全体の計画実績工数比は，第１週及び第２週の週末時点のそれぞれの値が ｄ


， 。であり チームⅩ全体では計画した期間内に設計工程を終えることが可能であると判定した


次に，メンバ個別の計画実績工数比を週ごとに比較してみると，第２週の週末時点の値が第１


週の週末時点の値よりも増加しているメンバ ｅ 名については，スケジュール遅延が懸


念されると判定した。
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ｄに関する解答群


ア ０.９９及び０.９５ イ ０.９９及び１.００


ウ １.００及び０.９９ エ １.００及び１.００


オ １.０１及び０.９９ カ １.０１及び１.００


ｅに関する解答群


ア １ イ ２ ウ ３


次の文は，スケジュール遅延の懸念に対する解決策について記述したものである。次の設問３


記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。


第２週の週末時点での残り工数が第３週の計画工数を下回っているメンバのうち，その時点


での実績進捗率が最も高い ｆ に，スケジュール遅延の懸念があるメンバのＵｌ設計の


一部を分担させることによって，スケジュール遅延を回避し，計画した期間内に全メンバのＵ


Ｉ設計を完了させることにした。


解答群


ア Ａ イ Ｂ ウ Ｃ エ Ｄ
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問060009問題
プロジェクトの実績管理に関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。


製造会社のＡ社は，業務改革に伴い，新システムを開発している。


〔プロジェクトの概要〕


（１）新システムは，三つのサブシステムから成り，総数１２０本のプログラムで構成されてい


る。プログラムには，複数のサブシステムで使用される共通プログラムとサブシステム固有


（ ， ） 。 ，のプログラム 以下 固有プログラムという の２種類がある プログラムの本数の内訳は


共通プログラムが３０本，固有プログラムが９０本である。


（２）新システムをプロジェクトのメンバ１０名で分担して開発する。


（３）プログラム１本当たりに掛かる工数は，過去のプロジェクト実績を基に算出している。内


部設計に掛かるプログラム１本当たりの工数（以下，内部設計の標準工数という）は，共通


プログラム，固有プログラムともに８人時／本である。また，プログラミングに掛かるプロ


グラム１本当たりの工数（以下，プログラミングの標準工数という）は，共通プログラム，


固有プログラムともに１０人時／本である。


（４）外部設計工程の終了時に見積もった内部設計工程とプログラミングエ程の作業計画を表１


に示す。表中の計画本数及び計画工数は，各週で作成するプログラムの本数及び作成に掛か


る作業の工数の計画値である。


（５）内部設計での１人時当たりに作成できるプログラム本数を内部設計の生産性といい，プロ


。グラミングでの１人時当たりに作成できるプログラム本数をプログラミングの生産性という


（６）共通プログラムの内部設計を先に行い，完了した後に固有プログラムの内部設計を行う。


同様に，共通プログラムのプログラミングが完了した後に，固有プログラムのプログラミン


グを行う。


（７）内部設計及びプログラミングにおける生産性は，計画値及び実績値ともにメンバ全員等し


いものとする。ここで，各メンバの１日の作業時間の上限は８時間であり，１週間の作業日


数は５日である。
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内部設計工程の途中段階における進捗状況の分析に関する次の記述中の に入設問１


れる適切な答えを，解答群の中から選べ。


内部設計工程の開始から２週間が経過した時点での各週の実績値を表２に示す。


プログラム総本数に対する内部設計が完了した本数の比率を，内部設計の進捗率（％）と


いう。内部設計工程の開始から２週間が経過した時点で，実績値に基づいた進捗率が計画値


に基づいた進捗率を約 ａ ポイント下回っており，進捗にやや遅れが生じている。ま


た，内部設計の生産性の実績値は， ｂ が計画値を下回っており，全体としても内部


設計の生産性の実績値が計画値を下回っている。


しかし，残りのプログラムを，表２が示す実績値と同じ生産性で内部設計ができると仮定


した場合，残り工数の予測値は ｃ 人時となり，進捗にやや遅れがあるものの，内部


設計をこのまま進めても第３週末までに終えられると判断した。


ａに関する解答群


ア ４ イ ８ ウ １１ エ １５ オ ２０


ｂに関する解答群


ア 共通プログラム


イ 共通プログラム及び固有プログラム


ウ 固有プログラム


ｃに関する解答群


ア ２４０ イ ２６０ ウ ３００ エ ３２０
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プログラミング工程の計画変更に関する次の記述中の に入れる適切な答え設問２


を，解答群の中から選べ。


内部設計の生産性の実績値が計画値を下回っていた原因は，今回のプロジェクトが過去の


プロジェクトと比べて，予定した内部設計を上回るレベルまで詳細に内部設計が行われてい


たためである。このため，プログラミングの生産性では，実績値が計画値を上回ることが期


待できる。


そこで，プログラミングの標準工数を見直し，共通プログラムを８人時／本に，固有プロ


グラムを９人時／本に変更することにした。また，１本のプログラムを複数メンバで作るこ


とも可能とした。変更後の標準工数を用いてプログラミング工程の総工数を再計算すると，


。 ，当初の総工数よりも ｄ 人時の工数削減が見込める この工数削減の見込み値を基に


プログラミング工程の各週の作業計画を変更することにした。


プログラミング期間を短縮するだけであれば，表３に示す作業計画で，メンバ全員に対し


て，第４～６週の日々の上限時間までプログラミングに専念させればよい。しかし今回は，


テストの開始を当初計画よりも前倒ししたいと考え，第４～６週の期間にプログラミングと


テストを並行して実施することにした。また，第３週のプログラミングの計画本数は１０本


とした。


ここで，内部設計工程の開始から２週間経過した時点での予測どおり，内部設計工程は第


３週で終了すると仮定し，第４週及び第５週のいずれの週も週末の時点において仕掛中のプ


ログラムはないようにする。


テストを並行して実施する作業計画では，第４～６週の各週のプログラミング工数ができ


るだけ均等になるようにして，余った時間でテストを実施する。表４は，それを考慮してプ


ログラミングの本数を配分したものであり，第４～６週の各週のプログラミング工数の差は


最大 ｆ 人時である。


ｄに関する解答群


ア ９０ イ １２０ ウ １５０ エ １８０
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ｆに関する解答群


ア ２ イ ６ ウ １０ エ １６ オ １８
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問060010問題
ファンクションポイント法を用いた工数見積りに関する次の記述を読んで，設問１，２に答え


よ。


Ａ社では，名簿データ管理システム開発プロジェクトの計画を策定中であり，アプリケーショ


ン設計チームで作成した図１に示す処理フロー図を基に，工数見積りを行う段階に入った。工数


見積りの結果がコスト見積り時の根拠となるので，正確性の確保はもとより，プロジェクトにお


ける各種の制約条件を考慮したものとする必要がある。


〔処理フロー図の説明〕


名簿データ管理システムは，名簿の提供者から受領する名簿データを取り込み，データを整備


し，名簿データの利用者からの要求に応じて，データを抽出する。また，利用者から，抽出件数


。 ， 。に応じた利用料金を徴収するための請求書を作成する システムの処理ごとに その説明を示す


（１）データ取込処理では，入力データを基にレコードを編集し，名簿マスタを更新する。入力


インタフェースとして “オンライン接続（オンラインストレージサービスの利用 “電子， ）”，


記憶媒体授受”及び“授受リストを基にしたメンテナンス用端末からの入力”の３種類が用


意されている。名簿マスタの更新ができなかったデータは，エラーファイルに出力する。


（２）データ整備処理では，名簿マスタ更新時のエラーファイルを基に，メンテナンス用端末を


使用して，レコードを編集し，名簿マスタを更新する。


（３）データ抽出処理では，名簿マスタ及び抽出条件テーブルを参照し，目的のレコードを抽出


して出力する。出力インタフェースとして “オンライン接続（オンラインストレージサーピ，


スの利用 “電子記憶媒体授受”及び“授受リストの３種類が用意されている。また，利）”，


用者ごとのデータ抽出処理の実行と抽出件数に関するロダデータを出力する。


（４）請求書作成処理では，データ抽出処理で出力されたロダデータ及び使用した出力インタフ


ェースとデータ抽出件数ごとに設定された料金テーブルを参照して，請求金額を算出する。


算出された請求金額を，請求レコード用フォーマットに編集して，請求書を出力する。
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〔工数見積方法の説明〕


（１）工数見積りには，Ａ社でアレンジした簡易ファンクションポイント法を用いる。簡易ファ


ンクションポイント法は，ソフトウェアがもつ機能及び入出力インタフェースの数を基に，


そのソフトウェアの開発規模を推定する手法である。図１で示す各処理の内容を，機能及び


入出力インタフェースごとに分類し，それぞれをファンクションとして定義する。図１の処


理フロー図から見積対象の処理ごとに，各ファンクションの個数を求める。


（２）求められた各ファンクションの個数を基に，処理ごとの開発規模を求める。名簿データ管


理システムのファンクションとそれに対応する開発規模を表１に示す。


（３）見積対象処理ごとに算出された開発規模と表２に示す開発生産性の計画値から，工数を算


出する。


プロジェクト管理グループに属する社員Ｂは，プロジェクトマネージヤの指導の下，工設問１


， ，数見積方法に従い 図１の処理フロー図に示された各処理の開発に要する工数を算出して


表３にまとめた。表３中の に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。


ａに関する解答群


ア １ イ ２ ウ ３ エ ４


ｂに関する解答群


ア １.０ イ ２.０ ウ ２.５ エ ４.０
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設問１で求めた工数を基に算出した開発コストは，プロジェクトで想定している開発コ設問２


ストの計画値を上回った。社員Ｂはプロジェクトマネージヤから，開発工数を削減する方


法の検討を行うよう指示を受けた。社員Ｂは，処理別工程ごとの工数を表４にまとめた。


表３及び表４を検証して，工数削減方法の検討を進めた。検討を行った作業に関する次の


記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。ここで，工程ごとの工


数は，処理ごとの工数に工程比率を乗じて算出したものである。


全ての処理に利用され，ファンクション別開発規模合計が最も大きいファンクションに対して


対策を講じることが，工数削減の効果が最も大きいと想定し，表３から対象ファンクションを


ｃ と判断した。


工数削減施策として “対象ファンクションを共通部品として作成し，各処理に適用することに，
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よって，工数を削減する施策”を検討した。共通部品化によって，全工程の工数合計の80％に相


当する ｄ 工程における工数の一部を削減することができる。


例えば，データ抽出処理では， ｄ 工程の工数のうち ｅ 人月が ｃ の工


数なので，本施策によって工数削減を見込むことができる。


ｃに関する解答群


ア 端末画面 イ 帳票作成 ウ ファイル書込


エ ファイル読込 オ レコード編集


ｄに関する解答群


ア 外部設計


イ 外部設計，詳細設計


ウ 外部設計，詳細設計，製造


エ 外部設計，詳細設計，製造，総合試験


オ 外部設計，詳細設計，製造，総合試験，運用試験


ｅに関する解答群


ア 1.088 イ 1.44 ウ 2.176 エ 2.72
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問060011問題
サービスデスクにおける問合せ対応に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ。


Ｓ社では，販売情報システムを更新する(以下，システム更新という)とともに，自社のサービ


。 ，スデスクを利用して販売情報システムに関する社員からの問合せに対応する サービスデスクは


社員からの問合せの内容を表１に示す区分に従って分類し，ログインと操作に関する問合せにつ


いては自ら回答する。ログインと操作以外の問合せについては，受付日時などの記録を行い，担


当部門に引き継ぐ。引継ぎを受けた担当部門は問い合わせた社員に回答するとともに，回答の内


容や回答を完了した日時をサービスデスクに報告する。


問合せの受付日時，回答完了日時，回答内容などについては，サービスデスクが問合せ台帳で


管理する。


サービスデスクでは，過去の類似の事例を参考にして，システム更新後１週間の問合せ総数を


３００,そのうちサービスデスクが回答する問合せ(以下，サービスデスク問合せという)数を９０


， 。 ，と見積もり 問合せ対応のために臨時に要員を１名増員することにした 過去の類似の事例から


問合せ総数は時間の経過とともになだらかに減少することが分かっているので，１週間の問合せ


総数が１５０以下かつ１週間のサービスデスク問合せ数が３０以下になった場合(以下，問合せ数


条件という)は，その翌週から要員を１名減らして，元の要員数に戻すことにした。ただし，シス


テム更新後第５週に新機能の追加導入(以下，システム追加導入という)を予定しており，それに


伴って第５週の問合せ数が増えると想定されるので，第４週になって初めて問合せ数条件を満た


したとしても第５週は第４週と同じ要員数とし，第５週以降に問合せ数条件を満たした段階でそ


の翌週に元の要員数に戻すことにした。


また，サービスデスクでは，サービスデスク問合せについては問合せの受付から３０分以内で


回答を完了することを目標(以下，サービスデスク目標という)とした。
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表２は，システム更新後のある日の午前中にあった販売情報システムに関する問合せを設問１


対象に，問合せ台帳から抽出したものである。表２のサービスデスク目標の達成率(サービ


スデスク目標を達成したサービスデスク問合せ数÷サービスデスク問合せ数)を，解答群の


中から選べ。ここで，達成率は小数第３位を四捨五入し，パーセントで表している。


解答群


ア ２５ イ ３３ ウ ５０


エ ６７ オ ７５ カ １００


表３に示すシステム更新後の問合せ数に関する次の記述中の に入れる正しい設問２


， 。 ， ，答えを 解答群の中から選べ ここで ログインと操作の行にある下段の括弧内の数字は


ログインと操作の当該週における問合せ数のうち，サービスデスク目標を達成した数であ


る。


システム更新の当初は問合せ数が多かったものの，第４週の問合せ数が第１週と比べて半数


以下となった区分は， ａ である。


担当部門別に見ると，第４週の問合せ数が最も多いのは ｂ である。


販売情報システムに関する問合せのためのサービスデスクの要員は， ｃ 。


また，週別，区分別に計算したサービスデスク目標の達成率は， ｄ 。
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ａに関する解答群


ア 操作と販売実績 イ 操作と目標管理


ウ 目標管理と販売実績 エ ログインと操作


オ ログインと販売実績 カ ログインと目標管理


ｂに関する解答群


ア 営業課 イ 企画課


ウ サービスデスク エ システム課


ｃに関する解答群


ア 第３週から元の要員数に戻している イ 第４週から元の要員数に戻している


ウ 第５週から元の要員数に戻す エ 第５週も１名増員したままである


ｄに関する解答群


ア ログイン，操作とも毎週上がっている


イ ログイン，操作とも週によって上がり下がりがある


ウ ログインは週によって上がり下がりがあるものの，操作は毎週上がっている


エ ログインは毎週上がっているものの，操作は週によって上がり下がりがある


次の記述中の四に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。設問３


サービスデスクでは，回答を完了するまでに掛かる時間(以下，回答完了時間という)を短縮す


るために，サービスデスク問合せ以外の問合せで過去に同種の問合せがあった場合は，担当部門


に連絡するのではなく，問合せ台帳を基にサービスデスクで回答すること(以下，サービスデスク
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改善という)を検討している。表４は，第４週の問合せ数と，そのうちで過去に同種の間合せがあ


った数を示している。


サービスデスクでは，システム追加導入後の第５週の問合せの状況を次のように仮定した。


(１) 第５週の操作，目標管理及び販売実績に区分される問合せ数は第４週の２５％増である。


(２) 第５週のログイン，接続及びその他に区分される問合せ数は第４週と同数である。


(３) 過去に同種の間合せがあった数の割合は第５週と第４週で同じである。


(４) サービスデスク改善によって，サービスデスクで回答することになる問合せについて，１


件当たりの回答完了時間を平均１０分短縮できる。


このとき，第５週の想定される問合せ総数は ｅ であり，第５週の回答完了時間はサー


ビスデスク改善によって ｆ 分短縮できる。


サービスデスクでは，よくある問合せとその解決策をＦＡＱとして整備し，社員に対して利用


を推奨することにした。第５週に想定される過去と同種の問合せの５０％がＦＡＱの対象として


整備されたものに該当し，さらにＦＡＱとして整備されたものは問合せ数が５０％に減らせると


仮定すると, ＦＡＱの利用によって第５週の問合せ総数のうち，減らせる数は ｇ である


と想定できる。


ｅに関する解答群


ア ９５ イ １０８ ウ １１１


エ １１３ オ １１６ カ １１９


ｆに関する解答群


ア ３２０ イ ３３０ ウ ４００


エ ４７０ オ ４８０ カ ５００


ｇに関する解答群


ア ８ イ １２ ウ １６ エ ２４ オ ３２ カ ４８
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問060012問題
ソフトウェア開発の品質管理に関する次の記述を読んで，設問１，２に答えよ。


システム開発プロジェクトⅩでは，四つの機能で構成される新規ソフトウェアを４チーム(Ｐ～


Ｓチーム)が分担して開発している。このプロジェクトでは，内部設計工程及びプログラミング工


程で品質を確保し，できるだけ単体テストを含むテスト工程に欠陥を持ち越さないよう，品質管


理及び欠陥の摘出に努めている。


〔各工程での品質管理の説明〕


(１) 内部設計工程では，内部設計書の設計レビューを行う。設計レビューでは，設計担当者を


含めたチーム内のメンバ３名以上によるチームレビューを行う。


(２) プログラミング工程では，ソースプログラムのコードレビューを行う。コードレビューに


は，セルフレビュー及びペアレビューがある。プログラミング担当者が単独で行うのがセル


フレビューであり，プログラミング担当者ともう１名でペアを組んで行うのがペアレビュー


である。セルフレビューの終了後にペアレビューを行う。


(３) 各工程における品質管理指標の基準値及び許容範囲は，表１及び表２のとおりに設定して


いる。基準値は，レビューの品質を判定する際の基準であり，各機能のソースプログラム規


模１ｋステップ当たりのレビュー時間又は摘出欠陥数を設定している。許容範囲は合格の範


囲を示している。これらの値は，プロジェクトメンバの過去の類似プロジェクトでの実績デ


ータを基に設定している。


， ， ，なお ソースプログラム規模は 内部設計工程では開始時点での見積りステップ数であり


プログラミング工程ではコーディング終了時点の実ステップ数である。


(４) 表２で示した値はプログラミング工程の全てのコードレビューが終了した時点での品質管


理指標であり，コードレビューの内訳として，セルフレビューが終了した時点での摘出欠陥


数の許容範囲は，基準値の０.４～０.６倍である。


(５) 各工程では，品質管理指標の計画値と実績値との差を調べてレビューの品質を評価する。
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品質管理指標の実績値が全て許容範囲内ならば，その工程での品質は合格の水準に達してい


るとし，次の工程へ進む。実績値が許容範囲を外れている場合は，レビュー内容などを基に


実績値の適切さをプロジェクトリーダが評価し，適切であると判定した場合には合格として


次の工程へ進む。適切でないと判定した場合には不合格とみなし，品質確保への改善策を請


じる。


内部設計工程での品質管理指標の計画値と実績値との差異分析に関する次の記述中の設問１


に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。


各チームが分担する総規模及び内部設計工程を終了した時点での品質管理指標の実績値は，


表３のとおりである。


なお，表中の分担総規模は内部設計工程の開始時点に見積もったソースプログラムのステッ


プ数であり，内部設計期間中にこの値は変わらない。


プロジェクトリーダは，設計レビュー時間及び摘出欠陥数の実績値がともに許容範囲内であ


る ａ チームの設計レビューを合格とした。残りのチームについては，実績値の適切さ


を評価して，設計レビュー時間及び摘出欠陥数がともに許容範囲を外れている ｂ チー


ムを不合格と判定した。


ａ，ｂに関する解答群


ア Ｐ イ Ｑ ウ Ｒ エ Ｓ


オ ＰとＱ カ ＰとＲ キ ＱとＲ ク ＱとＳ


あるチームのメンバであるＹさんは，週ごとにコーディングしたソースプログラムのセ設問２


ルフレビューを，その週内で行っている。Ｙさんのプログラミング工程での作業開始から


４週間の週ごとのセルフレビューの実績値は表４のとおりであった。Ｙさんが担当するプ


ログラムの品質評価に関する次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中


から選べ。
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まず，Ｙさんのセルフレビューでの摘出欠陥数の４週間の合計は， ｃ 。次に，過ご


とのｌｋステップ当たりの摘出欠陥数を計算して，許容範囲による判定及び週ごとでの変化を


評価した。過ごとのｌｋステップ当たりの摘出欠陥数は， ｄ 。


プロジェクトリーダは，セルフレビューの内容を評価した結果，セルフレビューを終了し，


ペアレビューを実施するように指示した。


なお，セルフレビューでの許容範囲を外れた週に関して，ペアレビューで摘出すべき欠陥数


の目標値は次のように求める。


(１) セルフレビューでの許容範囲を上回っていた週は，コードレビューでの許容範囲の上限


を上回る最小の整数値から，セルフレビューでの摘出欠陥数の実績値を減じた値とする。


ただし，セルフレビューでの摘出欠陥数の実績値はコードレビューでの許容範囲の上限を


上回る最小の整数値を超えないものとする。


(２) セルフレビューでの許容範囲を下回っていた週は，コードレビューでの許容範囲の下限


を上回る最小の整数値から，セルフレビューでの摘出欠陥数の実績値を減じた値とする。


したがって，セルフレビューでの許容範囲から外れていた週のソースプログラム群に対


して，ペアレビューで摘出すべき欠陥数の目標値は，合計で ｅ 件である。


ｃに関する解答群


ア 許容範囲内にある


イ 許容範囲の下限に満たない


ウ 許容範囲の上限を超えている


ｄに関する解答群


ア 週が進むにつれて値が段々と上がっている


イ 週が進むにつれて値が段々と下がっている


ウ 週によって許容範囲を上回ったり下回ったりムラがある


エ どの週も許容範囲を上回ることはないが下回る週がある


オ どの週も許容範囲を下回ることはないが上回る週がある


ｅに関する解答群


ア ７ イ ８ ウ ９ エ １０ オ １１
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問060013問題
プロジェクトの要員計画に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ。


製造会社のＡ社では，社内の情報システムを再構築することになった。新システムは，将来の


保守性を考慮して，既存システムの改修による機能強化ではなく，全て新規に開発する。開発が


大規模になることから，要員を確保しやすいよう，２期（第一期と第二期）に分けて開発するこ


とになった。新システムの開発は，Ａ社の要員と，システムの保守を委託しているＳＩ企業Ｂ社


の要員との共同体制で行うことにした。既存システムの開発実績を基に，開発規模や要員の生産


性などを推定して，プロジェクトの要員計画を作成する。


〔プロジェクトの説明〕


(１) 新システムの開発規模は，第一期及び第二期ともに４８０ｋステップである。


(２) 両期ともにウォータフォールモデルに基づいて，外部設計，内部設計，プログラム開発（単


体テストを含む），結合テスト及び総合テストの五つの工程に分ける。


(３) 各工程での要員計画の前提条件は，次のとおりである。


① 各月のＡ社の要員数は，第一期及び第二期の全期間を通して１３名に固定する。


② Ａ社の要員には，全期間を通して全員に作業を常に割り当てる。


③ プログラム開発工程には，第一期及び第二期ともにＡ社の要員を割り当てない。


④ 各月の必要要員のうち，Ａ社の要員だけでは不足する場合には，Ｂ社の要員を割り当てる。


(４) 第一期は平成２４年１月から開始する。第二期は第一期のプログラム開発の開始月から並


行して開始する予定である。


設問１ 要員数の算出に関する次の記述中の に入れる正しい答えを，解答群の中から


選べ。


第一期における各工程の生産性，工数及び配分月数を表１のとおりに設定した。生産性とは，


各工程での１人月当たりの開発規模であり，配分月数とは，あらかじめ各工程に設定した開発


期間（月数）である。


各工程の工数は次の式で算出する。


各工程の各月の要員数を求めるために，各月の平均要員数を次の式によって算出し，その値


を該当する工程の各月の要員数とする。


なお，平均要員数の値は，小数点以下を切り上げた整数値にする。
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例えば，外部設計工程では，平成２４年１月～３月のＢ社の要員数は，各月ともに ｂ


人になる。同様にして，第一期及び第二期の全工程についてＢ社の要員数を求める。ここで，


第二期の各工程の生産性，工数及び配分月数は第一期に同じとする。


ａに関する解答群


ア ５２ イ ６０ ウ ６８ エ ７２ オ ８０


ｂに関する解答群


ア ２ イ ３ ウ ４ エ １５


オ １６ カ １７


設問２ 開発スケジュール案の検討に関する次の記述中の に入れる正しい答えを，解


答群の中から選べ。


各月でＢ社の要員数がばらついていることが分かった。そこで，プログラム開発工程の配分


月数を調整して，各月のＢ社の要員数をできるだけ平準化する。納期の制約から，プログラム


開発工程の配分月数は，３～５となる。


第一期及び第二期ともにプログラム開発工程の配分月数を３とした開発スケジュール案１と，


配分月数を４とした開発スケジュール案２を検討した。しかし，案１では ｃ ，案２で


は ｄ が，プロジェクトの説明(３)の前提条件②を満たせないことが分かった。


この問題は，プログラム開発工程の配分月数を，“ ｅ ”又は“第一期を５に第二期を


４にする”ことで解消できる。後者を選択した場合の開発スケジュールは表２のようになる。
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ｃ，ｄに関する解答群


ア 平成２４年１１月 イ平成２４年１２月


ウ平成２５年１月 エ 平成２５年２月


オ 平成２５年３月 カ 平成２５年４月


ｅに関する解答群


ア 第一期を３に第二期を４にする


イ 第一期を３に第二期を５にする


ウ 第一期を４に第二期を３にする


エ 第一期を４に第二期を５にする


設問３ 最終的な要員計画に関する次の記述中の に入れる適切な答えを，解答群の中


から選べ。


最終的な要員計画として，プログラム開発工程の配分月数を，第一期を５に第二期を４にす


る案を選択した。


第一期及び第二期の各工程における各月の平均要員数を算出する。その値を各月の要員数と


すると，各月の総要員数のピーク時は ｆ で ｇ 人となり，その月だけ他の月よ


りも要員数が突出する。ピークを減らして，その月と前後の月の３か月の要員数を同じにする


ためには，当該月の ｈ とすればよい。


なお，当該月の作業の一部を同一工程内の前月に移動することを“前倒し”と呼び，後月に


移動することを“後ろ倒し”と呼んでいる。
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ｆに関する解答群


ア 平成２４年７月 イ 平成２４年１０月 ウ 平成２４年１２月


エ 平成２５年１月 オ 平成２５年２月


ｇに関する解答群


ア ５６ イ ５９ ウ ６３ エ ６６ オ ７０


ｈに関する解答群


ア 第一期及び第二期の作業をともに前倒し


イ 第一期及び第二期の作業をともに後ろ倒し


ウ 第一期の作業を前倒しとし，第二期の作業を後ろ倒し


エ 第一期の作業を後ろ倒しとし，第二期の作業を前倒し
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問060014問題
データ管理に関する次の記述を読んで，設問１～３に答えよ。


大手の販売会社Ⅹ社では，取引履歴などの大量のデータを一定期間保存するために，約１,００


０本の磁気テープ(以下，テープという)を使用している。テープは，電算センタ内のテープライ


ブラリに保管してあり，システム部の運用課が管理している。テープには固有番号を付け，台帳


で管理している。


テープは３か月ごとに棚卸しをして，台帳どおりの場所に実在していることを確認する。棚卸


しの手続の概要は，次のとおりである。


(１) 今回の棚卸実施日に存在すべきテープの本数(今回の棚卸本数)を，次の式で求める。


今回の棚卸本数＝前回の棚卸本数＋追加した本数－廃棄した本数


＋搬入した本数－搬出した本数


式中の各項の概要は，次のとおりである。


① 追加した本数：新規に購入した本数。未使用テープ保管箱に保管する。


② 廃棄した本数：不要となって記録内容を消去して廃棄した本数。不要になったテープは，


使用済みテープ保管箱に保管しておき，不定期にまとめて記録内容を消去する。消去が完了


した時点で，廃棄した本数として計上する。


③ 搬入した本数：社外の保管場所から受け入れた本数。例えば，外部保管業者に保管を委託


してあったテープを取り寄せた場合などがこれに該当する。


④ 搬出した本数：社外の保管場所へ受け渡した本数。例えば，外部保管業者にテープの保管


を委託した場合などがこれに該当する。Ⅹ社内の部門からの貸出し要求に基づく貸出しは，


これに該当しない。


(２) 棚卸作業では，テープの固有番号を基に，テープライブラリ内で実際にテープの有無を確


認する。ただし，現在コンピュータ室で使用中又は社内部門に貸出中のものは，それぞれの


現場に出向いて有無を確認する。


Ⅹ社の前回の棚卸結果報告書を図１に示す。また，前回の棚卸実施後，今回の棚卸実施直


前までのテープの移動状況を図２に示す。
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図１，図２を基に，今回の棚卸しを実施した。現場でテープの有無を確認した結果，調査


部に貸し出した，機密情報を記録したテープ１本の所在が不明であった。それ以外のテープ


は，全て台帳どおりに実在していることが確認できた。これらの事実を基に，今回の棚卸結


果報告書を図３のようにまとめた。


図３の棚卸結果報告書をシステム部長に提出した翌日に，所在不明であったテープ１本が


システム部のヘルプデスクで発見された。この貸出しの申請者である調査部員がテープの取


扱いに不慣れであったため，部門ファイルサーバへの複写をヘルプデスクに電話で依頼した。


複写した後，テープはヘルプデスクの施錠されたキャビネットに置かれたままとなっていた。


テープは，媒体管理手続に基づいて貸し出され，貸出中のテープは申請者が施錠保管する


ことになっていた。また，テープに記録された機密情報の管理は，全社の情報管理手続に従


い，承認された部門の社員だけが複写を許可されている。今回のケースでは，経理部と調査


部が複写を許可されていた。


運用課長は，この経緯の詳細を文書にまとめてシステム部長に報告した。報告を受けたシ
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ステム部長は，運用課長に次のように指示した。


"このような事故が再発しないように，貸出し後のテープの取扱いについて規定を設けて，


申請者に徹底すること。また，今回の件に限らず，図１～３を見る限り，返却の手続が十分


に機能していないようだ。利用が終わったテープは速やかに返却することという今の規定だ


けでは不十分で，例えば，①返却予定日を定めて適切な管理を実施するなどの改善が必要で


はないか。


今回の所在不明の件での最大の問題は，機密情報保護の点で②根本的な問題を含んでいる


ことだ。貸出方式をやめて，例えば，電算センタで管理するサーバに特別のディレクトリを


用意し，そこにテープのデータを複写して提供するなど，抜本的な対策を早急に検討してほ


しい。"


設問１ 図３中の に入れる正しい答えを，解答群の中から選べ。


ａ～ｄに関する解答群


ア ０ イ ２ ウ ３ エ ５ オ １３


カ １４ キ ２０ ク ２５ ケ ２８


ｅに関する解答群


ア １０２８ イ １０３４ ウ １０３９


エ １０４６ オ １０５３ カ １０５４


設問２ 本文中の下線①について，実施すべき管理の内容として適切な答えを，解答群の中か


ら選べ。


解答群


ア 運用課が次回の棚卸日よりも後の日付で返却予定日を設定し，棚卸日に超過が発生しな


いようにする。


イ 運用課が返却予定日を管理し，超過した場合は申請者に再申請などの必要な処置をとら


せる。


ウ 申請者に十分な余裕をもった返却予定日を設定させて，返却予定日の超過が発生しない


ようにする。


エ 申請者に返却予定日の管理を委ね，超過した場合は再申請などの必要な処置を自ら申請


させる。
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設問３ 本文中の下線②について，根本的な問題とは何を指しているか，最も適切な答えを，


解答群の中から選べ。


解答群


ア 調査部からの複写の依頼が，電子メールなどの文書ではなく電話で行われた。


イ 複写終了後に，申請者から運用課へ，複写の事後報告をしなかった。


ウ 複写終了後に，ヘルプデスク担当者から運用課へ，複写の事後報告をしなかった。


エ ヘルプデスク担当者が機密情報を複写し，テープを保管していた。
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問060015問題
プロジェクトにおけるコミュニケーションの計画に関する次の記述を読んで，設問１，２に答


えよ。


Ｂ社で立ち上げた社内システムの刷新プロジェクトでは，関係者間における情報の配布を考慮


したコミュニケーションの計画を立案することにした。関係者とは，Ｂ社の情報システム部及び


ベンダＬ社である。このプロジェクトは，作業を効率よく進めることを目的に，プロジェクトマ


ネージヤ（以下，ＰＭという）を頂点とするプロジェクト体制を構築することにした。また，計


画段階における認識のずれを防止するために，社内の各業務の主管部門の要求事項を，システム


化対象の機能要件として，プロジェクト計画書に盛り込むことにした。プロジェクトの体制を，


図１に示す。


〔各チームの構成〕


(１) Ｘチームは，社内システムの処理Ｘを担当する情報システム部員で構成される。


(２) Ｙチームは，社内システムの処理Ｙを担当する情報システム部員で構成される。


(３) Ｚチームは，社内システムの処理Ｚを担当するベンダＬ社の社員で構成される。


(４) 各チームのメンバは，チームリーダ（以下，ＴＬという）と担当者から構成される。各チ


ームのメンバの人数を，表１に示す。


〔コミュニケーションの計画の説明〕


プロジェクト計画書に記載されているコミュニケーションの計画の一部を，図２に示す。


設問１ 定期的に開催されるプロジェクト会議のプロジェクト会議議事録（以下，議事録という）


を配布する際のルールについて，ＰＭが行った検討作業に関する次の記述中の


に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。
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〔ＰＭが行った検討作業〕


コミュニケーションの計画に定められた方法に従って，情報をより正確に配布できるルールの


検討に当たり，コミュニケーションを取る関係者間の関係の数を明らかにした。関係の数は，あ


る作業において，コミュニケーションを取る二者間の関係を１と数えて，作業の関係者間の全て
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の関係を数えたものである。関係の数の例を，図３に示す。


(１) 議事録は， ａ が配布する。｡議事録の配布の頻度は，定期的に開催されるプロジェ


クト会議の開催頻度から月 ｂ 回となる。議事録の配布については，各チームのＴＬ


を議事録の配布の窓口とし，ＴＬから担当者に配布する方法（以下，方法①という）と，


ａ から全チームのメンバに直接配布する方法（以下，方法②という）を検討した。方


法①の場合，議事録を配布するための関係の数は， ａ と各チームのＴＬの間の数と，


各チームのＴＬと担当者の間の数との合計なので， ｃ となる。方法②と比較して，


関係の数は ｄ が，各チーム内でＴＬが窓口として担当者を束ねることになるので，


コミュニケーションを密に取ることができる。そこで，方法①を選択することにした。


(２) 方法①で，議事録の内容が配布先に確かに伝わったことを確認し，その報告の履歴を残す


ために，配布先の全てのＴＬに， ｅ よう指示することにした。


ａに関する解答群


ア ＰＭ イ ＸチームのＴＬ


ウ ＹチームのＴＬ エ ＺチームのＴＬ


ｂに関する解答群


ア ２ イ ６ ウ １２ エ １４


ｃに関する解答群


ア ３ イ ６ ウ １２ エ ２４


ｄに関する解答群


ア 多い イ 少ない ウ 変わらない


ｅに関する解答群


ア ＴＬが担当者全員から内容を確認した旨の電子メールを受け，ＴＬからＰＭに口頭で報告


する


イ ＴＬが担当者全員から内容を確認した旨の電子メールを受け，ＴＬからＰＭに電子メール


で報告する


ウ メンバが，内容を確認した旨を直接ＰＭに電子メールで報告する


設問２ 設計工程の状況に基づく，グループウェア（以下，ＧＷという）の導入についての記述


中の に入れる適切な答えを，解答群の中から選べ。


〔設計工程の状況とＧＷの導入について〕


設計工程の進行に伴い，各チームの進捗に遅延が発生し始めた。原因は，各チームの担当者が，


出席を要請されている設計検討会に十分に参加できていないことと，プロジェクト関係者間の情


報流通が悪いことであった。
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ＰＭは，メンバのスケジュールを確保した上で今後の設計検討会を実施するとともに，プロジ


ェクト関係者間の情報流通を改善することに着手した。情報流通として，プロジェクト計画書の


配布先が原因となり，システム化対象の機能要件を十分に確認しないまま設計したことと，機能


要件の変更がメンパに伝わっていない場合があることに問題があると分析している。解決に向け，


ＧＷの導入を踏まえた検討を行った。


プロジェクト計画書については，現状では配布先が限定されているので, ＧＷ導入後の配布先


を ｆ とした。プロジェクト管理文書の配布に関するＧＷの設定ルづレの検討結果を表２


に整理した。


ｆに関する解答群


ア 全チームの担当者 イ 全チームのメンバ


ｇに関する解答群





